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第II篇 肉 牛生産の産地構造
)

前篇において,わ が国における和牛を主体 とし

た肉年生産は,用 畜化段階にあってもなお子牛生

産の衰退ないしは停滞局面にあり,そ の経営 ・経

済的性格は極めて劣弱であり, また,肥 育年生産

にあっても大規模生産 を可能 とする技術体系の形

成がす みヽ子牛生産に比べ高い収益性 を得ている

もの 、ゝ素午価格 と肥育牛価格のタイムラグをも

った変動が屋々発生するなど安定性に乏 しいこと

を明らかにした。

いうまでもな く,肉牛生産の拡大発展にとって,

子年生産 と肥育牛生産の均衡的な発展が欠 くこと

の出来ない条件であるが,生 産の社会的分業が前

提 となる限 り両者は経済的交渉の場であ る子午市

場 を介 して対抗関係をもつこと なヽる。今 日的に

は子年生産の犠牲において肥育年生産が成立する

という相互関係におかれている。

子年生産 と肥育年生産は,そ れぞれがもつ経営

的特性に即応 した経営方式の確立を必要とするな

現段階的には土地規制の強い子年生産における界

細性の打破が最大問題である。
一方,子 年生産における規模拡大による収益性

の改善は,平 均生産費に対 し20～30%の 低減が可

能
21で

あることが明らかにされているが,そ こでも

第 1に は土地集積 を如何にす めゝ うるかが基本間

題 として存在 し,つ いで大規模経営 といえども個

別経営を包摂する地域的な生産条件の整備が不可

欠であるという問題を残 している。

本篇ではこのような劣弱な生産基盤 と競争条件

下にある子牛生産経営の改善方策の一途 として,

子年生産農家群が基幹 となって地域一貫生産体系

の建設を意図した肉午産地における地域的な生産

と販売の仕組みを明らかにする。

調査地域は今 日的な肉牛飼養の草創期から用畜

的肉午飼養 として展開 している北海道 とし,そ こ

での産地化動向の検証にもとづ き,そ の代表的地

域である沙流郡平取町の肉牛生産活動を研究対象

とし調査分析 した。

第 1章 北 海道における肉牛生産の展開

第 1節  肉 牛生産の展開

北海道における肉牛生産は,酪 農による牛肉生

産 と和牛を主体 とした専用種による牛肉生産に大

別
3)さ

れる。酪農による肉牛生産は,全 国の30%

を超える生産基盤を背景に,老 廃牛,乳 雄牛の育

成 ・肥育牛生産が行われ,飼 養頭数の対全国シェ

アーは年々高まり18.4%(1978年 )に 達 し,道 内

肉用午総頭数に対する比率は65。2%(1978年 )を

占め,本 道における牛肉生産の主軸 となっている。

しかし,そ こでの飼養形態は素牛生産にとどまる

ものが多く,酪 農の展開様相に比べ,十 分な資源

利用 とはなっていない。近年の牛乳過乗Jをかかえ

た酪農情勢の打解策の一つ として,今 後益々,乳

用種肉年生産は充実するものと思われる。
一方,専 用種肉牛飼養は,明 治期に開拓使庁に

よる牛肉生産 と役用を日的 とした奨励
4)5)が

ぁった

ものの,耕 馬農法の普及と牛肉消費の不振から実

を結ぶに至 らず,乳 午飼養への転換
6)が

はかられ

たこともあって,本 道からほとんどその姿を消す

こととなった。1950年代に入って,低 位経済開拓

農家や沿岸低位経済農漁家の経済厚生策 としての

貸付牛制度による和牛の導入がはじまる
7! そ

の

後も有畜農家倉」設資金,開 拓者資金,道 ・固有家

畜貸付事業等の長期にわたる振興施策
的

が続けら

″し, さらに近年は,肉 用年生産団地育成事業,畜

産基地建設事業等の諸施策があって,現 飼養頭数

は 5万 頭 を超え,対全国シェアー も1965年の0.7%

から1975年には 3.8%に 上1昇した。このような戦

後肉牛飼養の動向を全国的な用畜化段階における

展開としてみれば,新 興地域 と規定されるのは前

篇でみたとお りである。

肉牛飼養の経営は,乳 用種では酪農経営 と密接

な関連があり,道束酪農地帯にその大半が分布 し,

酪農の複合部門としての素年生産が主体 となり,
一部に事業型経営が展開する者 ま た,農 外資本
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による乳雄牛生産への進出も見逃せない培
1 専

用

flTIでは不高作 ・畑作 とし複イドキト1明として道央 ・道南

地帯 とくに山村 ・農山村地常に多く分布するが,
一部に土地柴横条件に忠まれた事業“!経営が展開

する。飼養形態は r今
′
|・14たが大勢を1liめるが,地

域締先体制による地lllkザt生産の仲展がh取者にす

すんでい るf3町
崎

第 2節  肉 牛産地化の動向

Jヒ海道における肉rilメ:ナ也の|「夕成は, イ十政:と準に

よるところが大きい。肉牛飼差の初発は開材i営農

対策や沿li !農漁家対策としての肉牛準人制度には

じまるが,そ の内容はll l l l別対,芯的な妖りIt施策にと

どま―/ていた。肉牛′!二産:が1治i的な広が りのある施

策として金場するのは19 6 6年の肉ナ|!牛生産妖サЩ地

翔古旨ケL(畜 B2233け 畜成ニナもとt,適,上)カギ,で
｀
ある。

このよ也域+指定は全道 212市出丁村のうち67「1丁田l本」が

増挽Fi地域, 32 11fttr村が肥f「地域 として特定さ才して

いる。その後この制)支にかわって1972年に内用牛

生産:振りЩ地域の再編梓備 (47吉A第 2769サ畜産局

とこ通辻)に より繁殖育成地l llk(繁牡雌牛 200ガ〔以

11)の振興がはカギpれることとなり, 本道では58

地域 (63市町村)が 指定されることとなり,そ れ

までの乳雄牛を主体 とした肥育地域指定は解i高さ

れることとなった。つ ぎに肉′|・生ルi:の産地化様相|

をこの指走地域に貝」して検討する。

1.1勾用′
11振り叫tム地域す予定

特定地域は,童火部 (イf狩 ・空角|・li川。日高 ・

丹乳批t),道 南地常に全特定地域の75%に あたる47

市町本J力ち)布 し, 道束, 道Jヒ地域では16市田l州に

とどまる。農業地帯別の指定市町村率では, 日胆

地域が技 も高 く24町村中14田r村で5`8%を 超えてい

る.つ いで,ギ
ム勝 ・L)|1地域の40%柱 度,イ「牛地

域の23%と なり,根 釧 ・天北 ・制走等では10%余

にす ぎない。これを地域農米汗夕態 との関j里でみる

と,道 火部 ・j童南にかけては,柿 作 との複合ブす式

による和牛導入がその大勢をFiめ,一 部沿片!農漁

家地常における単作片夕態 としての和牛半入に特徴
′づけら才しる。

そこでは ,い ず才しも公共的単地への依存1死が大

きく,lhl別ネ生営内の命」料生産は肛めて少ない。一

方,道 央部の一部 と十勝 ・網走地テ品
:では,畑 作経

″
苫
す
に対する後合部門としての導入が支配的で,公

共草地ないしは共同利用放牧地に依存するか,稀

に1問別所有の山林,原 野の放牧利用に支えられ,

畑作声‖産物の飼料利用 と一部飼料作物の専用作付

という台司米村☆成をと|), )也ブ」維十手をけ虫プJなギ予二設と

表II-1 肉 用 年生産振興地域指定

構成比

出1所:北海道農務部畜産課肉用牛関係資料より作成

している。根釧および道北地域 では 一部に沿岸漁

家 もお、くめ,そ れぞオし地域の特殊的事情によって

導 入されているが,指 定地域の分布は全 く故ねiし

ている (表II- 1参 照 )。

2.指 定ナ也城における1勾
′
li虫数丹掛史と貸イJ41単

人

産地形成にとって, そ こでの肉牛夢r〔数規模は内

部の生産構造のあり方に大きくかかわりをもつし,

対夕ヽ的にも■,1:資材の制j圭や販売戦略上紅めて■

要な,よ味をもつ。1旨定地域について1972年 と1976

年 とを対比 してみると,1972年 当時は 100虫木ホ缶i

の地域が21,100～ 300類が29か所と, この十1Ll者で

全体の79%を Fiめていたが,1976年 には 500蚊以

_11の地域が19か所にえ効||し,さ 'Dに1,000ガ〔以__|この

地域は19 7 2年には皆無であったが,ピ1老町 (2 , 3 8 5

】〔),足寄H丁(1 , 4 0 9虫) ,平取町(1 , 2 2 9夢r〔),旭川市

(1 , 0 3 2 '虫) ,池 田田」(1 , 0 0 4 ' r t )の5市 町に増加 し

ている (表II - 2参 月そ1)。

地域1勾牛飼養虫数の拡大にとって,貸 付午導入

の来たす役制は極めて大きい。指定地域における

飼養虫数を 歓)OJ虫未満 (小規模産地 ),300～700虫

31.9 1 23.8

24.3 1 14.3

37.5 1 14.3

58。3 122.2

拙!:1屯1号
裾1緊

l i:!iiillllll!::li:irii!i::i!!
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表II-2 専 用種肉牛頭数区分別指定地域分布

地 域 虫 数 区 分  1 9 7 6年
区  分

T席 郡癒 煎

盤1掛騰
束
1礼擢

夢rt l inn l寿翻;    i朱 |||・秩父別 1浜 益・妹背付

十別 ・膳栖

澄S  I官官良7渋!を“鍵分
陸上___上型_上遜工璽&怜|―ドギ鮮‰卦語

日高・留辺集

F`H文

f―十

儲|―
―
十
~~寸二~

l呈王王土==主ェ」  =コ王土コ=
出所 :北 海道農業基本調査 (1972,1976年)よ り作成

表II-3 指 定地域における肉牛頭数拡大の貸付牛依存

足寄 白 老

4___上
___

規 模 産 地
7 0 ( )頭以 L )

1.832

貸付牛導入れ【数  十

_!聖)

出所 :北海道農業基本調査および北海道農務部畜産課肉ナ+3牛関係資料より作成

(中規模産地),700虫以上 (大規模産地)に 区分

して,1972年 から1976年までの飼養頭数の増加 と

貸付牛導入の関係をみると,小 規模産地では増加

虫数の60%を 貸lN1 41に依存しており,1司じく中規

模産地では49夕あ,大 規模産地では26%と なり,少

くとも産地規模 500虫までは継続的な貸付午導入

が産地形成上不可欠な施策 となっていることを示

している (表II-3参 照)

1972～1976年博1の貸イ」

3.指 定地域における肉牛飼養経営の展開

指定63市町村の飼養農家率 (普及度)は ,1972

年の18,7%か ら1976年には15.8%に 減少した。平

均飼養頭数 (飼養規模 )は 6.1豆貞から12.5頭に_上

昇した。

普及度を低(5%以 下),中 (5～lo%),高 (10%

以上 )に 区分 し,飼 養規模 も少 (5頭 以下),中

(5～ 10頭), 多 (10頭以上)に 区分 し, このral

1、000～1,999

規模彊地1百五百百穐要五

3 1 8 7 6  1  1 2 1 4 5 9

63

王孤
~~下

石再高
10,402     126‐ 737
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指標の組み合せによる地域分布 をみると,普及度,  る 地域が多い (表II-4参 照)。

飼養規模 ともに比較的低位なものは道南地帯の町   4.指 定地域における肉年生産特化の伸展

村に限られ,両 指標 とも高位なのは日高 ・胆振 ・  農 業粗生産額に占める肉用牛の比率は,1971年

上川支庁管内の比較‐的占くから和牛を導入してい  に は全国の2.1%に 対 し北海道は0.9%で あったな

る専用種の飼養地域 と,一 部道束の乳雄牛 と専用  1977年 は 3.2%対 2.1%と 接近 した。この結果,

種を混合 して飼養する地域である。また,普 及度  北 海道の肉用牛特化係数は同じく0.43から0.67へ

の高1氏にかかわらず 多夢貞規模地域には,和 牛導入  と _L昇した。

先進地を除き,乳 雄午 と専用種を混合 して飼養す   肉 用牛特化係数は,そ の年の肉用午価格 と,稲

表II-4 指 定地域における肉午飼養の展開 (1976年)

lit普及 (5%以 |ヽ
^)

(1()%以Jl)

体
え

数

「
虫
蝦

ヽ

５

一

虫  数

～l o J r〔) |

。名 寄 ・砂
・鳩 1西・松

乙ヤL・ tユ,南・

Jし 竜

i甫 力r

浦臼 ・

厚  史

if良野

ilテ 水

原

|!IJ

斥ロケ【

浜 1益

】J:  瞥

秩父別

洞 爺

占 | |`え

留辺集

出所 :北海道農業雄本調本 (1976年)よ り作成

作地帯では米作の収童水準 と米1由,畑 作地帯では

畑作物収量 と1面格の相互関係によって影響 をうけ

るが,相 方が比較的安定 している1977年と地域指

定前の1971年について検討すると,こ の間に特化

係数階層の上昇 した地域, ド降した地域が ともに

16地域でそれぞれ25%を 占め, ド降地域は道央部

の稲作地常に多く,上 昇地域は山村ないし農山村

である。1977年についてみると, 1.0以下が28地

域 とほぼ半数近 くを占め,柿 作が基幹 となった農

業地域が大半を占める。一方, 2.0以、上の地域は

24地域を数えるが,そ の多くは山村ないし農山村

地帯の町村である。もともとこの地域指定には林

野卒 (40%以上)が 条件 となっていることもある

が,一 般農業生産に恵まれないところでの肉牛振

興の結果 といえる (表II-5参 照)。)

5。 肉年生産産地化の動 き

以上,肉 牛産地化の様相を道内の肉用年生産振

興指定地域について肌観してきた。これを要約す

穂 jl l。大 樹 ・L l i

高十l f良野・奥 ルと・F I L

大 滝 ・留キ都 ・山
一ヤ 取 ・えりも ,標

池田 。日高 ・足寄 ・

れば,全 道的にみてま地化の伸展は十分 とはいえ

ないが,産 地肉午規模の拡大を基調 として,地 域

農業全体の中で1勾
′
li生産のウエ イトを高めつつ産

地化をすすめているのが現段階である。その典型

は道中央部稲作地帯や,道 央 ・道南にかけての山

本寸ないし農山村にみることができる。

もともと肉用牛生産振興地域指定は,今 後,そ

の地域が回 ・i童の振興施策を尊入して肉牛生産振

興を すすめるための基本的条件 となるものである。

この地域指定を契機に肉用牛振興施策が顧i的な広

が り,す なわち産地づ くりとしての事業が創設さ

れるが,そ のH高矢 となるのが肉用牛生産回1地育成

与業である。

肉用年生産団地育成事業は,総 合農政の一環 と

して1972年に制定された農業団地育成対策基本要

制の高能率生産団地育成対策にもとづ くもので,

畜産関係では畜産関係高能率生産団地育成事業実

施要領 (47吉B1551号 農林事務事次官依命通達 )

凹

毛

た

幕 別

女i尚冴1・

及並
Ｈ
一　
　
巾打

〓尚
一　
人

ヨ

ー

1()%)二

　
都

く

一　

芹
一

中普及

焼

冠

米

之

茶
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表II-5 肉 用牛特化系数別指定地域分布

弔
イ|!株1解lif上1野十

|    十 五 カ叫
・色 i T l ) ・

市ii百肩:而1謙頑

により||ギし供給モデル同地育成事業寺, 4事 業梅

日の一つ として実施さ才Lることとなったものであ

る。とす子業の目的は 「肉用牛経常のルと模拡大に必要

な飼料生産サた盤および施設等を準備 して,繁 殖か

'9肥育に至る地域的な一 よよ生産の確立」にあった。

対象地域は内用牛i産 振興指定地域であって,飼

養'丁〔数 500虫以 11,丹と棋拡大志向農家40戸以上,

林野率50%以 上を基準とするものであった。この事

業は1972年か ')開始され,全 国の実施地域は1972

年38地域,1973年 42地域,1974年 41地域,1975年

34地域 と最終指定の1976年には16地域で合計 171

地域の多きに進 した。事業内容は飼料生産および

利用機械の整備,共 同家畜施設,集 団肥育施設等

の設置で, 1地 域の平ど」事業費はおよそ 1億 円で

あった。北海道では1973年に平取町 ・旭)11市江丹

別,1974年 に占冠村,大 樹Wr,1975年 に足寄町,

1976年に滝||1市の合計 6地 域において実施された。

I  S  浦 i!寸

秩父別・拓研内・々 満冴‖

出典 :農林水産者生産農業「"千得統計 (1971,1977年 )よ り作成

|夕」用 牛 特 化 係 放 区 分

軟金 ・ 標茶

十打11野・大滝

金冴」 ・ 11高

1lJf‖北

なお,1976年に本事業が終了した後,ほ ぼ同様の

趣旨をもった事業 として1977～1978年に肉用午振

興団地育成事業があり,北 海道では音更 ・斜里両

町が事業を実施 し,1979年 からは肉用午集約生産

基地育成事業となり,道 内では江別市ほか15市町

村 (1979～1980年)が 実施中である。また,畜 産

基地建設事業 (畜種単一型 ・畜種複合型)も 大型

産地の建設を目的としたもので,道内では上ナ|1町,

名寄市,白老町,留寿都村等で
｀
建設がすすんでいる。

調査対象に選定 した平取町は,以 上の話項 目の

分析で明')かなように,林 野率の高い典を二!的な山

村の立地条件を背景に,肉 年生産振興 を積極的に

意図して地域指定をうけた。今 日,稲 作複合型肉

午飼養を主体に普及度 ・飼養規模 ともに高 く,産

地規模は1,000,真を超える産地 となっている。また,

肉牛特化係数は2.2(1977年)と伸展 してお り,主

題 とする研究にとって適切な素材 といえる。

史

井

立
日　向
Ｈ

十
士
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第 2章  平 取町における農業の展開と肉牛生産

の位置

第 1節  社 会経済的背景

1.一 般概況

平取町は, 日高支庁管内の西端にあって ,日 高

山脈の山式、ところに位置し,束 部は鵡川町,穂 別

町に接する。全体 としてやや三角形の地形で東西

52.8km,南北41.lkmにおよぶ。

総面積74,722haと広大であるが,そ のうち86.5

%は 山岳 ・丘陵の林野で占められている。

地勢は日高山印Rの支脈が入 り込んで,慨 ね丘陵地

を形成し,こ の連山に源流を発する沙流サ||が南下

し,そ の支流が各所で本流 と合流して大平洋に注

いでいるが,こ の河)|1流域の各所で小平地を形成

し,南 西部一角で
｀
や 広ヽい平i取部が形成されてい

る。

地質は第 3系 白碇系,秩 父古層,洪 積層等から

なり,土 質は20～30cmの火山灰土 とその上層を被

う20cm円外の砂質i壌 からなる。

気1庚は,大 平洋 と日高山脈の影響を強 くうけ,

夏季は東南 ,冬 季は西北の風があるが, 四季を通

じて比較的温暖である。根雪期間は慨ね12月10日

～ 3月 15日間で積雪量は少ない。農耕期 (5～ 9

月間)の 平均気温は17.0℃,降 水量771.l mm,無

痛期問は 190日を超え,営 農条件に恵まれている。

当町の人口は,1960年 の13,634人をし― クに減

少1頃向を続け,1972年 には 9,924人と戦後はじめ

て 1万 人台を割 り,1976年 には 8,938人となった。

人口減少の主要 因は農家 人口の)百蛇少であって,

1965～1976年間の総人口の減少3,992人のうち,農

家人口の減少は 2,527人で,そ の寄与率は63.3%

となる。なお.総 人口に対す る農家 人口比率 は

1965～1970年間のおよそ45%か ら1975年には38%

に低 下している。

就業人口は1970年 5,569人,1975年 4,880人で

689人の減少となり, 減少率は12.4夕ちに達する。

とくに減少の著しいのは第1次産業で減少率は28.5

%に もおよび,農 業 を主体 とした就業者の排 出

が町の産業構成を大きく変えているとみてよい。

つぎに交通条件は ,国 鉄が 日高本線 (市小牧―

様似問),富 内線(鵡)||一日高間)があり,回 道237

号線が町を南北に賞通 し,こ の国道に沿って束西

方向に道々が入り込み,町 内の谷沿いに開けた集

落 と結合する等整備が進んでいる。

2.農 業関係機関の存置

つぎに主題の産地生産構造 と関連の深い農業関

係話機関の設置状況をあげると以下のとおりであ

る。

平取町農業協同組合 :当農協は,平 取町本町に

事務所を置き,全 町内と門別町年二和の一部農家

を含み 604戸 (正組合員戸数)の 加入によって組

織されている。設立は旧平取農協 と,振 内農協お

よび
｀
平取開拓農協の 3農 協の合併により1975年3

月 1日 に発すとした。自己資本金 3億 546万円,職貝

数1()3人の 日高支庁管内最大の農協である。

日高生産農業協同組合逆合会 :日高支庁管内14

農協が会員となって,1948年 8月 に設立さ才し,本

拠地 を静内町本町に置いている。枢、込出資金は

2,270万円,職 貞数 5人 の進谷会である。

日高雑種馬農業協同組合 :各種農協 として日高

支庁管内難種馬生産者によって組織され,本 拠地

を浦河町大通 3に 置き静内町,門 別町に支所を設

置 し,ま た管内各地に種馬所 ・診療所等を配置し

ている。

日高地区農業共済組合 :日高支庁管内の問別町

を除 く9町 の合併により広域農業共済組合 として

1969年4月 に設立 された。1976年度始組合買教

2,838人で
｀
職買63人をようし,水稲共済4,306ha(共

済金額30億6658万円),家畜共済16,803頭(共済金

金額1071意8,994万円)の 共済関係 (1976年度)が

成立 している。平取町には平取支所が設置され ,

共済関係事務のほか ,家 畜診療 。人工授精事業を

分すFlしている。

沙流土地改良lX_・池売土地改良区 :町 内には沙

流土地改良区と池売上地 攻良区の 2組 織がある。

沙流土地改良区は1922年 (大正11年)に 発足し,

1955年に道営かんぱい事業の一環で現頭首工が完

成 した。農業用水の許可取水量は4,466(ス)～%)
～3,632(%～%))mH/sで施設能力は 7.5t/s

となっている。かんが い範囲は平取地区および門

別町の一部にわたる 91 5 h aの水凹である。
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道段階農協系統上部団体の現地機関 :道段階の

農協系統各連の現地機関は下記のとお り,胆 振 ・

日高の両支庁または日高支庁範囲に設置されてい

る。

北農中央会 苫 小牧支所 (古小牧市表町)

北 信  連    〃

ホ ク レ ン 日 高事業所 (静内町本町)

日高^ム ・ソーセージエ場

(門別町富川)

富川食肉センター

(門別町富ナll)

共 済  運  苫 小牧支所 (苫小牧市表町)

農 共  連  日 胆出張所 (苫小牧市表町)

日高西部地区農業改良普及所 :平取町 。日高町・

門別町の 3町 を指導地域 とし,平 取町本町に設

置されてお り,お よそ15名の農業改良普及員が在

勤 している。

その他関係団体 :上記以外の農業関係団体 とし

てつぎのものがあげられる。

北海道農業開発公社 日胆事業所

(苫小牧市表町)

北海道酪農協会 日高支所 (静内町)

北海道食糧事務所古小牧支所

札幌管区気象台 浦 河測候所 (浦河町)

卜小牧測候所 (|1小牧市)

ホクレンクミアイ飼料K【首小牧工場

(首小牧市)

日本アスパラKk(平 取町)

以上でみられるように,当 町に関連する諸機関

は現地 自体の組織を除 くと, 多くは 日高支庁中心

地である静内町と一部浦河町に存在 し,経 済活動

面では苫小牧市の圏域に包括される。

第 2節  農 業の展開

1.農 用 地

農用地総面積 (1976年)は およそ 9,100ha,利

用区分別にみると耕地約 3,500ha,牧野等 1,200

ha,山 林 3,900haであるが, 山林のうちおよそ4∞

haは放牧用地 として利用されている。

耕地の地 目区分は田 1,839ha,畑 1,638haから

なる。年次的にみると1966年次の耕地 3,130haか

ら1976年次の 3,477haと 347haの耕地造成がす ゝ

んでお り,造 田意欲が高 く,水 田化率は,43.8%

から52.9%と 上昇 している。

また農民所有以外の牧野総面積 540ha,そ のう

ち改良草地が約 250haとなっている。

2.農 家 戸 数

総農家数は1965年の1,074戸から1977年には800

戸 と74.5%に 減少している。専兼別の減少率は専

業層がもっとも低 く, 2種 兼がもっとも高 くなっ

ている。

特徴的なことは1975年までは 2種 兼の減少は僅

かで専業 と1種 兼がほぼ同様な減少傾向をみせた

が,1976年 には 2種 兼が83戸も減少し,専 業農家

は60戸も増加 している。1975年を基点に, 2種 兼

の農外離脱 と1種 兼への階層移動, 1種 兼農家の

専業化などの動 きがあったことを示している。

就業者数の推移をみると,1965年 の 3,044人か

ら1970年までは変化がないが, 1970年から1975年

までの間に約 800人ほど減少している。

耕地規模別農家戸数の構成 (1977年)を みると

例外規定農家 とl ha未満層は24%の 191戸, 1～

3 ha層23%の 181戸, 3～ 5 ha層が19%の 150戸,

5～ 10ha層が25%の 203戸,10ha以 上層は 9%に

とどまり小規模層が支配的である。

しかし年次推移でみるとすha未満層の減少が顕

著で, 5 ha以上層では戸数が増加 している。

3.作 物 作 付

耕地の作付は水田化率 (1977年,53%)を 反映

し,稲 作を基幹 とするが,近 年の水回転作により

販売作物では野菜作が目立つのみで,普 通畑作物

には4寺産的なものはない。
一方,飼 料作 (牧草)が 肉午導入とのかね合い

で増加 している。

4.家 畜 飼 育

家畜飼養農家数 と飼養頭数 を表II-6に 示した。

乳牛は戸数の著しい減少をうけて,飼 養頭数は一

貫して停滞 している。軽種馬は全国的な過乗」生産

傾向から当町においても生産調整がはかられ,飼

養戸数は1970年から1975年にかけて激減している。

総頭数 600頭前後のうち,繁 殖雌馬は 300頭程度

の飼養 となっている。
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表 II-6  平 取町の家畜飼養の動向

区 分 1965年 1970年 1975年 1976年 1977年

乳

　

　

牛

戸    数  (戸 )

頭     数  (頭 )

1戸 あた り頭数  (頭 )

207

906

4 . 4

140

1,056

7 . 5

93

1,285

1 3 . 8

80

1,210

1 5 。1

74

1,255

1 7 . 0

肉

　

　

牛

戸     数  (戸 )

頭     数  (頭 )

1戸 あた り頭数  (頭 )

34

107

3 . 0

7 9

5 5 2

7 . 0

105

1,053

10.0

116

1,460

12.6

103

1,358

1 3 . 2

軽

種

馬

戸     数  (戸 )

頭     数  (頭 )

1戸 あた り頭数  (頭 )

63

639

10。1

59

605

10。3

55

566

10.3

豚

戸     数  (戸 )

頭     数  (頭 )

1戸 あた り頭数  (頭 )

455

974

2 . 1

280

1,474

5 。3

1 ( ) 1

2,723

27.0

90

1,272

1 4 . 1

90

1,776

1 9 . 7

鶏

戸    数  (戸 )

羽     数  (羽 )

1戸 あた り羽数  (羽 )

580

11,755

20.3

404

13,995

34.6

206

6,975

33.9

182

8,177

44.9

190

7,966

4 1 . 9

出所 :北海道農業基本調査各年 より作成 (1965,1970年の軽種馬は区分がな く省 く)

豚は浮動的,鶏 は減少傾向を示 している。肉用

午頭数のみが増加 しているが戸数は1975年以降停

ヤ帯白勺で
｀
ある。

5.農 業経営の展開

当町の農業経営は,町 内全域にわたって分布す

る河)||(沙流川,額 平川,貫 気別川など)の 流域

に沿っての開田と,そ の水田を中心に外延的に耕

地がす みヽ,田 作ないしは田畑作経営が主体 とな

って展開し,一 部水利上の理由から酪農経営が存

在する。また田,田 畑作経営では耕地規模が零細

で,土 地集約的作物 (露地そ莱,施 設園芸)や ,

軽種馬,豚 ,鶏 ,肉 午等の複合部門導入がすすん

でいる。
一方,こ ″しを農業集落

"あ
面か らみ るとおよ

そつぎのとお り特徴づけられる。

当町の農業集落は,旧 農協組織の活動 を中心 と

して三つの集落地域に分けられる。すなわち,中

央部以南の旧平取農協 と一部旧開協管下の平取地

区,中 央部以北の旧振内農協管下の大部分を占め

る振内地区と東部一帯の旧振内農協および十日開拓

農協管下の貫気別地区に 3分 される。

平取地区 :沙流サ|1本流とその小支流域の沖積土

上にひらけた水田を主体 とした集落で,本 町 (役

場所在地)を 中′Ёヽに地縁的 ・生活的な広が りをも
つ ところである。

農家戸数は421戸(1975年)で 貫気別地区と並んで

減少率の大きいところである。地区内の旧開協所

属の川向集落で耕地規模が大きく酪農特化がすす

んでいるが,大 部分は田作ないし田畑作経営が圧

倒的に多く,こ れに豚 ・肉牛の複合化がすすんで

いる。畑地は本町 ・二風谷 ・荷 負に限局 してい

る。

振内地区 :沙 流川の本流域に拓けた集落で,振

内市街を中心 とした広が りをもつ。全体 として農

家率が 2害」程度で最も低 く,専 業農家率 も19%に す

ぎない。平均耕地面積 も最 も小さく,農 業の自立

条件はきびしい。経営形態は地形 と水利条件から

田畑作形態が多く, これに豚 ・肉牛の複合化がす

すんでいる。一方には労働力の商品化傾向を強め

ているが,営 農的には経営集約化の方向が とられ

ている。

当地区内には, 日本アスパラKKの加工場があり

アスパラガス ・スイー トコーン等の作付が多い。

貫気別地区 :沙流川支流の額平川と, 質気別川
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流域に拓けた町の中央部から東部で,旧 平取開協

事務所 ・役場支所の所在地である貴気別市街を中

心 とした地縁的な広が りをもつ農家率の最 も高い

地区である。集落の構成は賞気別 ・芽生 ・旭 ・豊

糠の 4集 落からな り,賞 気別集落は田 ・回畑作経

営が 9割 を超えるが芽生 ・豊糠集落は戦後の開拓

入植地で,酪 農ないし洋と同経営が主体 となり,旭

集落は田 ・田畑 ・酷農 ・洋と同経営の淀在地帯であ

る。

6.農 業の展開 と肉年生産の位置

以上のように当町の農業は,地 勢や水利条件を

うけて,集 落的 ・個別的に多様な展開をみせてい

る。しかしその基底にあるのは耕地の零細性であ

る。そこでは集約作物 (野某)の 導入,土 地依存

度の少ない養豚部門の導入等による経営集約化が

すすめられている。肉用牛の導入もその一方途に

違いないが,肉 用牛のもつ土地依存性の克服が基

本的命題であり,こ こでは山村特有の未利用地の

個別的 ・公共的開発利用 と,肉 牛部門自体の集約

度向上をねらいとした生産方策がすすめられてい

る。
一方,稲 作転換の強化に伴い町の耕種部門農業

生産は停滞ないし減少を余儀な くされ, また牛乳

生産 も停滞を続けてお り,肉 年生産の地位は漸次

高まりをみせている。

第 3章  肉 牛飼養経営の展開

第 1節  肉 牛導入の経緯

当町の肉牛 (黒毛和牛)飼 養は1962年の町独自

の貸付牛制度による基礎導入にはじまる。和午導

入の意図は,稲 作,畑 作経営の有畜複合化による

地力維持,遊 休山林原野の利活用による所得補完

をねらいとしたものであった。すなわち,戦 前に

は軍馬補充部があり,そ の牧野が 3,500haあった

が,馬 の著 しい減少によってその代替 として和牛

が とりあげられた。飼養の推進は町や団体役員が

先導 となってかっての馬飼育者層に呼びかけ,遊

休馬房の活用 も利点の一つ として数えられた。

品種の選定にあたっては,道 の方針として,こ

の地帯は幌泉を中心に 日本知角種に統一する計画

であったが,徳 島県出身者が多かったためか,「赤

毛より黒毛Jを 志向し,最 終的には地元の意志を

尊重するということで道畜産課の承認により黒毛

和種導入が決定 した。

また,こ の当時は,わ が国の高度経済成長路線

の続 く中で,牛 肉需要の増大,選 択的拡大作目と

して肉牛生産がとりあげられていたという経ヤ斉的

背景が和午選択の背景 として有力であった。

以上の動機により年々和牛導入を続けることと

なったが,そ の後の展開状況は表II-7に 示 した

とお りである。今 日までの肉年生産の展開を概括

すると,大 きくはつぎの 2期 となる。

第 I期 ―創成普及期……導入初期より1970年頃

までのおよそ10年間,継 続的な貸付午導入で肉牛

飼養農家を拡大 し頭数 も増加 した。しかし産地機

能は未整備のまま推移 した。

第II期―産地形成期……第 1期 をうけ,産 地形

成のための計画樹立 と,地 域的な諸施設や機能 を

逐次整備 してゆ く過程で,今 日なお続いていると

いえよう。

第 2節  肉 牛飼養の伸展

当町の肉午飼養は,零 細土地保有を背景 とした

営農対策の一環 としての有畜複合化路線の象徴 と

して位置づけられよう。さらには,1970年 以降の

稲作転換,水 田利用総合対策等による水稲作付制

限は一層その度合を強めざるを得ない状況に追い

込んでいる。

1962年,町 が貸付牛制度を創設してから,お よ

そ10年間は,当 町肉牛飼養の創成期 とも呼ばれる

もので,ほ とんど皆無に近い生産実勢から,1970

年には79戸,552頭まで飼養農家の創設と肉牛飼養

頭数が拡大する。しかし,1970年 前後からおよそ

5年 間は停滞局面が続き,戸 数80戸,600～ 700頭

程度で推移 している。一方,1973年 にはオイルシ

ョックに運動 した子牛の価格の暴騰があって,子

年生産農家は不測の高利潤を確保 し得た。この価

格高騰が刺激となって,1974～ 1975年にかけて戸

数 ・頭数 ともに対前年10%余 の伸展をみせた。そ

の後は反動的な経済不況をうけ子午価格が低迷 し

全道的に戸数 ・頭数の停滞ないし減少する市町村

が出現する中で,当 町では戸数は若子の浮動 をみ
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表 II-7 平 取町における肉年生産の展開

区 分 肉 牛 関 係 事 項
肉牛飼養 農業粗生産額|百万円|

農 業 一 般
戸数 頭 数 農家率 総額額 肉牛 比率

第

I

期

1 9 6 2

1963

単独肉牛貸付事業開始 黒毛和種54頭導入

小規模草地改良事業 (55 2ha)(1959卜1963)

13

15

1 . 1

1 3

6 2 7

7 1 3

1 9 6 4

1965
(和牛子牛のあっせん販売開始:庭先|

4 8

1 0 7

1 . 6

3 . 2
第1次構改事業 (米,牛乳)～1966年

肉用牛増殖地域指導・肉牛預託放牧開始

第1次構改革地造成完了 (70ha)

道肉用牛貸付牛導入開始

和牛購入資金利子補給現則制定 (道貸上置き

優良乳肉牛導入補助規則制定

山村振果地域指定特開事業～

197118346万円

1 9 6 8

1969

肉用■生産振果会発足 6 2

7 1

6 . 2

7 1

維イす1判発;|ばJけ|“ 1第 l WII
l本アスタくラオス千取 に場,と|||

13健 lllj・町出夜

1 9 7 0

1971

農業共済組合日高地区に広域統合平取支所設置

牧野管理条例全面改正・団体営草地造成 (24.6ha)

宿主別にて和牛臨時市場開設 |ホクレン|

7 9

7 . 9

1 , 6 4 6

11320

1 . 2

2 . 3 総合振興計画樹立 (第二期)
第2次酪近計画樹立
沙流川ダム開発予備調査

(1971～1972年)

第

I I

期

1 9 , 2

1973

肉用年生産振果地域指定

家畜市場完成 1定期市場開催となる|

肉用牛生産団地育成事業実施 (1973～19741

畜産公社設立(町・3農協出資)道肉用牛基金加入162戸180頭|

8 6

8 . 9

1 , 6 1 0

21009

2 . 0

6 . 8

農業振興整備地域指定

単独肉牛貸付事業再開 (1974～19761

団体営草地造成 (4948ha)

宿主別道営農地開発事業 (1975～1979 1 62hal

草地開発補助規制制定`畜産公社ぶん尿処理施設設置

山村振果地域対策事業 11975～19F出 ,農協 「肉牛勘定発足」

1 0

123

3農協合併。第2次構改事業
(米・長いも・ニンニク)

農村地域工業特対事業 (19F4～1975)
1向草地買収 (乳牛育成用5+`4ha)

1 9 7 6

1977

気腫垣の集団発生

和牛生産改良組合設立

三風谷ファミリーランド開設 |キ肉直売開始1 11978年13頭|

1 1 6

103

1 、2 2 9

1,26()

1 4 1

1 2 9

ウタリ地区農村漁業対策 11976～|
第3次略近計画樹エ

るが,頭 数は依然 として増加傾向を続け1977年に

は103戸,1,358頭に達 している。これを農業集落

に即 して概観するとつ ぎのとお りである。

平取地区 :肉牛の飼養は40戸でこの15年間に15

戸増加 し,普 及率は9`5%で ある。1戸平均飼養頭

数は 7.3頭で 3地 区中最 も少ないっ営能形態は田

作ないし田畑作複合の肉午飼養が大半を占める。

なお, この地区には共同所有の日胆牧野があり,

入会牧野的な放牧利用がなされている。

振内地区 :肉牛の飼養 (1975年)は 20戸,231頭

で 3地 区中最 も少ないが,仲 びモ卒は般 も大きい。

営農形態は田畑作 との複合片夕態である。

ま気別地区 :肉牛の飼養 (1975年)は 43戸,542

頭で 3地 区中最 も多く,町 内和牛の半数を超える

に至っている。営農形態は田畑作 との複合が大部

分であるが,一 部に事業型経営 も存在する。

第 3節  肉 牛飼養の経営的性格

1.専 兼別 と肉午飼養

肉牛飼養農家の専兼別構成は表II-8に 示すよ

うに年次によって若子の浮動はあるが,1978年で

は専業形態46.8%,第 1梅 兼業47.9%,第 2 1tf15.3

%か らなる。

一方,当 町農家の専業別構成は専業 ,1兼 ・2

兼で'ユぼ 3分 される状況が続いてお り, この 3形

態別の肉午飼養農家率は,前 2者 で15～17%,第

2種 兼業農家で 2%と 著 しい格差があり,肉 午飼

養の母体は専業 と第 1種 兼業4!にほぼ限定されて

いる。

このような肉午飼養の経営形態的特徴は,一 つ

には 2種 兼業農家の土地保有が少な く肉牛導入が

困難であることがあげられよう。ところで,肉 牛

という家畜導入が農業経営の自立性 (ここでは専

業化)を 高めたかどうか という点であるが,1974
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肉牛飼養農家の専兼別構成 と肉牛飼養農家卒表 II - 8

出所 :平取町農林課資料より作成

年から1978年の経営形態の移動をみると表II-9

に示 したように専業形態の22%が 1兼 化している

ものの、 1兼 形態の29%は 専業化し, 2兼 の50%

が 1兼 ・専業形態へ移行 してお り,総 じて農家経

済上,農 業依存度を高める方向をとっている。も

ちろんこのことを肉午導入の故 とすることは断 じ

がたいが,一 面の条件を担っていることは推祭で

きよう。
一方,専 兼別形態の肉牛飼養頭数 をみると,各

形態 とも飼養頭数は増加 し,1978年 には専業15.5

頭, 1兼 12.3頭, 2兼 10.0頭となり, 3形 態間で

決定的な規模差はない。要約すれば,母 集団 との

関係では肉牛導入は専業 。1兼 形態に限定される

が,肉 午導入をした 2兼 農家のそれは専業 ・1兼

形態 と本質的な差がないものと考えられる。

2.耕 地面積規模 と肉午飼養

もともと当町の耕地面積規模は零細で,1977年

の実績では 3 ha未満層が全体の46.5%を 占め,15

ha以上層は26%に すぎない。一方,肉 牛飼養農家

の耕地面積規模別構成 (1977年)を 表II-10に よ

ってみると3 ha未満層で11.1%,1511a以上層は6,1

%で 母集団 とは著 しく異なる。こ″しから各階層別

の肉午飼養農家率 をみると, 3 ha未満層では, 6

表II-9 肉 牛飼養農家の専兼別移動 (単位 :戸 ・%)

区 分
1978年

計
専  業 1種 兼業 2種 兼業

974年

専

　

　

業

( 6 4 , 1 )

25

( 7 8 . 1 )

( 1 8 . 4 )

7

( 2 1 . 9 )

( 3 9 . 5 )

32

( 1 0 0 . 0 )

１
種
兼
業

( 3 3 , 3 )

13

( 2 8 , 9 )

( 7 8 , 9 )

30

( 6 6 , 7 )

( 5 0 , 0 )

2

( 4 , 4 )

( 5 5 . 6 )

4 5

( 1 0 0 . o )

２
種
兼
業

( 2 , 6 )

1

( 2 5 . 0 )

( 2 . 6 )

1

( 2 5 , 0 )

( 5 0 . 0 )

2

( 5 0 . 0 )

( 5 , 0 )

4

( 1 0 0 . 0 )

計

(100.0)

39

(48.1)

( 1 0 0 . 0 )

38

( 4 6 . 9 )

( 1 0 0 . 0 )

4

( 5 。0 )

( 1 0 0 . 0 )

81

(100.0)

注 ( )内 数値はそれぞれ構成比を示す。
出所:平取町農林課資料より作成

%程 度にとどまり,7.5～20haの 3階 層で1よ30%を

超える。しかし,20ha以 上層では総戸数 6戸 と少

ないが,肉 牛飼養農家 も 1戸 にとどまる。このこ

とは耕地面積規模 と有畜複合化 というフ点では, 5

～7.5 ha階層以下では土地依存の少ない肉豚・鶏

等の有畜複合化が考えられ,肉 牛導入は中間層で

区 分 1976年 1977=千 1978年 1978構成比 (%)

専

業

総 農 家 数 (戸)

肉午 飼養農 家数 (戸)

肉牛 飼養農 家率 (%)

1戸 当り肉牛頭数 (頭)

310

3 6

20.0

14.0

288

51

1 7 . 4

1 3 . 9

296

44

1 4 . 9

1 5 . 6

37.5

46.8

第

一
種
兼
業

総 農 家 数 (戸)

肉牛 飼養農 家数 (戸)

肉牛 飼養農 家卒 (%)

1戸 当り肉牛頭数 (頭)

261

47

18.0

10.2

273

44

16.1

1 2 . 6

258

45

1 7 . 4

1 1 . 9

3 2 . 7

4 7 . 9

第
二
種
兼
業

総 農 家 数 (戸)

肉牛 飼養農 家数 (戸)

肉牛 飼養農 家卒 (%)

1戸 当り肉牛頭数 (頭)

2 5 2

2 . 8

5 . 9

239

6

2 . 5

5 . 7

235

5

2 . 1

1 1 . 0

29.8

5 . 3

計

総 農 家 数 (戸)

肉牛 飼養農 家数 (戸)

肉牛飼養 農家卒 (%)

1戸 当り肉牛頭数 (頭)

823

117

1 4 . 1

1 2 . 0

800

101

1 2 . 4

1 2 . 8

789

94

1 1 . 9

13.5

1 0 0 . 0

1 0 0 3 0
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表 II-10 耕 地面積規模別 肉牛飼養農家の分布 と肉牛飼養農家率

区 分
0。9

1 . 0 ～

2 . 9

3 . 0 ～

4 . 9

5 . 0 ～

7 . 4

7 . 5 ～

9 . 9

1 0 . 0 ～

14.9

1 5 . 0～

1 9 . 9

20.0

計

1974

総 農 家 数 (戸)

肉 牛 飼 養 数 (戸)

肉 牛 飼 養 卒 ( % )

424

12

2 . 8

180

26

14.4

159

33

20.8

50

13

26.0

40

8

20.0

8

3

37.5

7

4

37.1

868

99

1 1 . 4

1975

総 農 家 数 (戸)

肉 午 飼 養 数 (戸)

肉 午 飼 養 率 ( % )

199

14

7 . 0

161

18

11.2

154

38

24.7

58

14

24.1

45

13

28.9

7

1

14.3

10

5

50.0

85

103

12

1976

総 農 家 数 (戸)

肉 牛 飼 養 数 (戸)

肉 牛 飼 養 率 ( % )

200

1

0 。5

194

16

8 . 3

156

20

1 2 . 8

1 3 3

2 9

2 1 . 8

74

25

33.8

45

17

37.8

14

7

50.0

7

1

1 4 . 3

82

11

14

1977

総 農 家 数 (戸)

肉 牛 飼 養 数 (戸)

肉 午 飼 養 率 ( % )

191

1

0 . 5

181

11

6 。1

150

20

13.3

123

21

1 7 . 1

80

23

28.8

54

17

3 1 . 5

15

5

33.3

6

1

1 6 . 7

800

99

1 2 . 4

出所 !平取町農林課資料より作成

多くなる。しかし,20ha以 上では,酪 農への専業

的純化がすすむ事例が多いといえよう。

耕地面積規模 と肉午頭数 (1977年)は 3 ha未満

層では平均6.1頭,3～ 10haの各層ではいずれも10

頭程度の平均飼養頭数であるが,10～ 15ha層13.5

頭,15～ 20ha層が35.6頭,20ha以上層は 1戸 であ

るが 120頭の大規模 となっている。このように耕

地面積規模 と肉牛頭数規模は大枠 としては相互規

定関係をもつが,丹Uに検討する耕地外草地保有 と

いう個別的事1青や肉牛作 目志向によって,同
一耕

地面積階層内で肉牛飼養頭数規模が変動するとい

う複雑 さを示 している。

3.耕 地外草地資源 と肉牛飼養

土地制約が強 く,複 合形態で展開する当町の肉

牛飼養にとって,飼 料生産供給のために土地資源

は重要な意義をもっている。すなわち飼料の生産

供給は,耕 地内の飼料作 と耕地外の永年草地,野

草地あるいは林地の採草 ・放牧利用であるが,こ

こでは1975年センサスか ら肉午飼養農家の成換 1

頭あた り利用面積別の戸数分布 を算出,表 II-11

に示 した。

これによれば,耕 地内草地 を所有せず,耕 地外

草地のみに依存する農家は 7戸 ,耕 地外卓地をも

たない農家が 9戸 ある。また耕地内草地のみとい

表II-11 成 換 1頭 あたり耕地内飼料作面積 と耕地

外草地面積別肉牛農家分布  (1975年 )

区  分
耕地内飼料作面積別  (ア ール)

0 ～50 51～100 101～150 151～200 201～

耕
地
外
草
地
（
ア
ー

ル
）

0

～50

51～100

101～150

151～200

201～

9

4

3

26

9

4

5

1

1

6

5

2

3

1

4

3

4

1

1

1

1

50

22

8

8

1

5

計 7 5 3

出所:平取町農林課資料より作成

う農家は41戸 (44%)に なってお り土地制約の強

さが うかがわれ,公 共的草地の呆す役害Jの大きさ

がす旨摘できる。

4.肉 牛飼養農家の営農形態

肉牛飼養農家の営農形態は極めて多様である。

販売作物の採用からみた土地利用面では田作 ・畑

作 ・田畑作の 3形 態 とな り, これに家畜部門とし

ては肉牛単一のほか,字し牛 ・軽種馬 ・豚などが結

合 した多様な形が とられている。しか し,豚 ・鶏

は少頭羽数飼育で生産部門としての経済単位 とは

なっていない。この自給的色彩の豚鶏 を除いた稲
・畑作 と肉午 ・乳牛 ・軽種馬の 5作 目の結合関係

を1975年についてみたのが表II-12で ある。すな
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わち,土 地利用面では,国 作42戸,国 ・畑作が44

戸で大半を占め,畑 作型は10戸である。販売作 目

のない家畜型が 7戸 となっている。家畜部門は肉

牛単一型が74戸で7`2%を 占め,つ いで肉年十乳牛

14戸,肉 年十軽種馬10戸,肉 年十乳年十軽種馬 5

戸である。

表H-12 肉 午飼養農家の作 目結合別Frr数分布
(1975年)       (単 位 :戸)

家 畜 区 分

土 地 利 用 型 家

畜

型

計田

　

型

田
畑
型

畑

　

型
十

肉 牛

肉 牛 ・乳 牛

肉 牛 ・ 軽 馬

肉牛 ・乳牛 ・軽馬

31

4

4

3

33

7

4

7

1

2

71

12

8

5

3

2

2

74

14

10

5

総 数 7

出所 :平取町農林課資料より作成

このように複雑に展開する営農形態はつぎの経

営原則の表徴 とうけとられる。

① 水 田は稲作によって先取 りされる。

② 転 作田および畑地の土地利用は有畜化度合

によって販売作物に配分される。

③ 家 畜部門は,llR益性視フ点から肉年以外の乳

牛や軽種馬が先行し,こ れに上積みする形で肉牛
が導入されてきた。

各家畜飼養農家の肉午飼養農家率は,乳牛(21.5

%),軽 種馬 (23.8%)で 高く,豚 (16.8%),鶏

(16.0%)で は低い。このことは,土 地利用面で

競合する家畜間の複合が多いという一見矛盾した

現象となっているが,反 面飼料資源の等質的条件

が補合1生を発現するということもあげられる。一

方には肉牛の公共草地利用体制が土地利用競合 を

やわらげるという効用 も見逃せない。

第 4節  肉 牛飼養農家の将来志向

上記のように複雑な営農形態をとっている肉牛

飼養農家の肉牛飼養にかかわる意識調査
°

を実施

したが,そ の結果は表II-13に示 したとお りであ

る。

① 肉牛導入の営農目的は労働力の有効利用が

最 も大きな問題意識で,つ いで
｀
耕地外草地利用が

あげられる。また,地 力維持 を主目的とする意識

も高い。

② こ れらの問題意識が軸 となって,肉 午飼養

は子年生産が大半で,頭 数規模 も基礎牛頭数で 5

～10頭層 と11～15頭層が全体の60%を 占める。

③ 一 方,肉 午導入の歴史的な深まりもあって

肉牛を用畜部門として特化発展させ ようとする意

識も漸次高まりをみせており,頭 数規模 を拡大さ

せたり,生産形態も従前の子牛生産から育成牛(延

長育成)生 産や肥育牛生産に転換 しようとする意

向をもつ ものが半数を超えるに至っている。

④ 営 農形態は今後とも水田保有に合せた稲作

と畑作の労働集約的作物の土地利用を基本に,肉

牛 ・乳牛等との複合方式をとろうとしている。

⑤ 肉 牛部門の拡大と販売作物との関係では豆

類,て ん菜,ば れいしょ等の減反による飼料作導

入が大勢を占める。

⑥ 肉 牛部門の飼料構成は町営牧野, 自己有の

野車地等の放牧利用と冬期飼料は耕地内生産と,

稲わら利用であるが,飼 料作は牧草に加えて,青

刈とうもろこしの比重を高めようとしている。

② え、ん尿は堆厩肥として土地遠元を志向して

いる。しかし,堆 肥盤のない農家が半数に近い。

③ 今 後の営農展開にとって農地規模の拡大は

農地移動の現実や地価条件等から,積 極的な購入

拡大意向は少ない。利用度の向上が中心的課題と

認識されている。

③ 肉 牛部門の拡大にとっての建物施設や農機

具の投資については,現 状改善的な志向が主流を

占め,積 極的な投資意欲は少ない。

⑩ 経 営全体 としては,土 地規制 を宿命とした

所得不足が問題の中心 となっている。この経営条

件を前提 として如何に営農展開をすすめるかが今

後の課題 とな つている。

また,中 央畜産会の動向調査
劉

では以下の点が

指摘されている。

① 調 査対象はおおむね10～20頭程度の基礎午

を飼養する中核的な20戸で,田 作ないし田畑作と

の複合経営である。

② 飼 養頭数は過去 1か年間に増加したものが



区 分
現 在 の 経 営 形 能

い

田 肉 田・畑 ・肉 田・野・肉 田,野・畑・肉 田・乳 ・肉 兼・田・肉 乳 ・畑・肉 計

飼

養

目

的

立 地 条 件

好

有    利

地 力 維 持

労 働 配 分

そ の 他

1

1

2

2

4

1

1

2

5

3

2

2

1

3

1

4

2

1

5

1

2

23

11

4

13

35

11

計 6 8 3

規

模
志
向

現

増

不

廃

状

加

明

止

1

3

2

1

4

1

3

2

1

1

16

27

6

1

計 3 7 6

複

合

形
態
志
向

肉 牛

作
市
旧

女田        ?卜

野    菜

そ  の  他

不 け〕

1

22

1

1

1

3

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

4

30

3

8

2

3

計 3 7 4

出所 :米 内山昭和・江幡春雄 :「先踊え的畜産地域調査指導事業J関 連資料 1975

米内山昭和 :1勾午生産の展開 と産地構造に関する研究

表H-13 肉 午飼春農家の経営志向 (1974.12)

半数以上で,増 減のなかった 8戸 のうち 2戸 は今

後増頭 を考えている。

③ 今 後,現 状維持 をしようとする理由には子

午1面格の低迷,飼 料費高をあげている③希望する

子牛価格水準は25～30万円である。

以上のことから,現 肉午飼養農家は,土 地規制

の強い水田農業を基幹 とした経営条件の中で,耕

地外草地の利用,労 働力利用,地 力維持等の補合

補完関係の成立を意図した肉牛導入であって,今

後もこの営農方針を継続発展させ ようとしている

ものとよみとれる。
一部に専業的大規模段階に到

達しているものもあるが,そ れは土地条件にめ ぐ

まれた稀少例である。

第 5節  肉 牛経営と地域機能

以上のような肉午飼養 をめ ぐる営農動向の中で

の個別的な営農実態の把握 と,地 域機能への依存

(単位 :戸 )

度合 を明らかにするため,代 表農家を選定 し,調

査分折を行った。ここで1ま個別営農実態に関する

部分は省略し,個 別経営の存立に必要な地域機能

に限定する。調査対象の選定は,営 農形態,肉 牛

飼養頭数区分を条件 として,現 地指導機関 と協議

し全町的に14戸を抽出した。

1.代 表農家の営農概況

調査農家の営農概況は表II-14に示 したとお り

である。専兼別には専業 8戸 ,第 1種 兼業 5戸 ,

第 2種 兼業 1戸 からなり,営 農形態は田肉午型 3

戸,田 畑肉牛地!9戸 ,肉 午専業型 2戸 である。肉

牛飼養頭数 (成牛)区 分では10頭未満 4戸 (I型 )

10～20頭層 7戸 (II巧!),20頭以上 3戸 (III型)で

ある。

土地利用は水稲の作付が14戸中12戸で,作 付面

積は 0.7haから8.45haに分散する。水稲の転作農

家は12戸中 9戸 で,転 作物は牧草としている。販
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表II-14 代 表農業の経営概況

分区
I

1 5 87 9    10    11

外

農

農

従  者 (人)

収 入 (千円)

3   3   3   1

1 , 5 4 0     1 , 2 0 0

2   2   1   2

8 4   1 , 5 0 0

2 4 4 3 3

2 3 0

農
用
地

⌒ｈａ
）
０
内
は
う
ち
借
入

総  面   積

水 田  面  積

畑  面   積

改 良 永 年 草 地

混牧林 自然草地

未 利 用 地 山林

施  設  地

(5'i' 4.3 6.7 8.3
(。?と,    4.1    1,2    1.9

0 . 2  4 . 5  0 , 4

(4Pガ      3.0

1 . 0   2 . 0

1 . 0

3 1 . 0  2 7 . 7+71,0113 23.4
5)   7 8    8.5  (2'S千

14.0 (3?子Si        (4  。

  (。 8)4 , 1   3 . 2      6 5 )  1 . 1   2 . 2   1 . 2

1         (40.1(()is'

(6?6;3.08.03.0(2'古110・01:||
3 0 . 0   2 . 0( 3 0 . 0 )

1 0 . 0  4 . 88 , 233.0( 1 . 0 )

0 . 3   0 . 60 . 3   0 . 3

4 3 . 3  4 2 , 7  6 2 . 0

5 . 0   5 . 5

(1'6予 1,7 2.0
(3?6,  (。'こ;   30,0
1 1 , 0     2 5 , 0

11.6   22.0    5,0

0 . 3  0 . 2

建物 牛   合 (ぱ) 49.5 165.0 49.5 118.8 33.0 132.0 178.2 33.0 132.0 122.0 132.0 141.9 49.5 858.0

農業

機械

トラクター

牧草機械

ム
ロ
　
ム
ロ

1 %         0 , 3

有

1 %  1   1   1  1 %   1   1

有     有   有   有   有   有

1   2%  1

有  有

肉

牛

（
頭

）
成 牛 換 算

数

牛

頭

雌

総

成

4  2 1    7   1 1

3   3   4   6

3 . 5  1 1 . 8   5 . 5   7 . 7

2 4   2 2   2 9   2 2   1 9   2 1   1 7

1 0   1 5   1 5   1 4   1 1   1 0   1 1

1 6 . 2  1 8 . 3  2 0 . 2  1 7 . 4  1 4 . 0  1 4 , 7  1 4 . 0

4 2   3 7   2 4 7

20     24     70

29.4   27.9  151,5

注:調査年次 1976年

売畑作物はアスパラガス 3戸 ,ス イー トコーン 1   作 目編成は極めて多様で大 きくは稲作 ・畑作 ・

戸, トマ ト,キ ュウリの施設野菜が 2戸 ,て ん菜  家 畜飼育の 3分 類 となるが,稲 作については近年

1戸 ,大 豆 3戸 ,大 根 2戸 ,南 瓜 1戸 である。飼  の 水回転作により従前の水稲単作経営 も畑作導入

料作の作付は牧草が全農家で,青 刈 とうもろこし  を 余儀なくされてお り,本 来の畑地利用を包括 し

は 3戸 が採用 している。各作物の収量水準は,作   た 形で畑作部門が存在することとなる。

物によって高低はあるが概 して中位水準である。   ま ずは土地利用上の観フ点か ら稲作 と畑作の販売

また家畜飼育は肉牛飼養のほか,軽 種馬あるい  作 物面積の結合様式をみると表H-15に 示 したよ

は豚が単独ないしは重合する形で導入されている。  ぅ に,個 別的な土地保有にかかわる個別的事1青に

表II-15 稲 ・畑作の複合性 と家畜飼養

区 分
耕 作 面 積 (ha)

～ 1. 0 1.1～ 3.0 3.1～ 5。0 5。1～ 計

販
売
畑
作
作
付
面
積
別
（
ｈａ
）

0

N o  7 ( 2 0 . 7 )

N o 1 4 ( 1 7 8 , 7 )

乳雄 35

N o  l  (  4 ` 7 )

N o  3 ( 8 . 8 )

No 4 ( 9.7)

No 5 (19.3) No 8 (20,2)

No10 (15。9)

N o  l l ( 1 3 . 3 )

～1 . 0

No 6 (19,7) No12 (32.2)

No 2 ( 8.1)

乳雄 2

1.1～ 3.0
N o  9  ( 1 7 . 4 )

N o  1 3 ( 3 1 . 4 )

計  (戸 ) 2 1 3 5

注 1)( )内 は肉牛頭数

2)農 家Noは表II-14の農家Noと同じ
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よって多様な展開をしている。

2.地 域機能への依存

1)基 本施設の整備

肉午部門の固定資本投下額 (現在価)は 遊休施

設の利用,新 規建設等があって,個 々のバラツキ

が大きい。

投資額を成年 1頭 あたりでみると,全 体平均で

はおよそ14万円であるが,最 低 3.3万円か ら最高

157万円 とバラツキが大きい。頭数規模別では I

型で先行取得をしている農家があって高額 となっ

ているが, II・ III至Цではほとんど差がない。

これら基本施設を肉年生産団地育成事業によって

取得 した農家は14戸中 5戸 で,本 事業の呆 した役

割は大きV 。ヽ

2)基 礎牛の導入

肉牛導入の開始は,各 農家 とも町および道 ・農

業開発公社等の貸付午導入で始まる。貸付牛の導

入開始年は1962年に 3戸 ,1966年 に 1戸 ,1967年

2戸 ,1966年 から1970年に 8戸 ,1970年 から1973

年に 4戸 というように当制度に大きく支えられて

肉牛経営が展開している。また,各 農家 とも子牛

生産形態であるが,1975年 の農協肉午勘定制度の

発足によって,14戸 中 8戸 が肥育素牛の貸付をう

け,延 長育成による中間素牛の生産販売を可能 と

している。

以上のように,個 別経営の存立にとって,こ れ

ら貸付牛制度は極めて重要な役割を果している。

3)肉 牛の繁殖 。改良

各農家 とも周年繁殖をしているが,春 分娩が多

い。交配開始月令は15～18か月令で初産は24～27

か月令である。

種雄牛を保有しているのはIII型12・14の2戸 で

I・ II型の農家は自家飼養時は人工授精 とし,町

営牧野への預託放牧中は畜産公社所有の種雄年に

よる牧交配 としており,交 配過程は全面的に町公

社依存 といって過言でない。また,資 質改良に関

しては各農家 ともその意欲が高 く,肉 牛生産組合

の活動 を通 じて取組んでいるが,調 査農家におけ

る基礎牛の登録得点別頭数分布は75～77点のもの

が63.2%を 占め,78点 以上の高得点牛は 9.2%に

すぎない。いうまでもな く,資 質改良は種雄牛に

負うところが大きく,零 細飼養の当地区では全地

区的問題 として取 り組むことが必要で,農 協 ・家

畜共済への依存性は極めて高い。

4)肉 牛の健康保持

肉牛の健康保持は,飼 養管理上の留意を第一義

とするが,一 担健康を害 したものは獣医技術に頼

る以外にない。地区家畜診療体制は日高地区農業

共済組合 (平取支庁)の 家畜共済事業の一環 とし

て実施されてお り,該 当牛は全面的に加入し,そ

の制度的運用の中で健康保持がはかられている。

5)肉 牛の販売

生産子牛の出荷は農協販売事業をとおして平取

家畜市場で販売されるのが大部分である, しか し

近年,北 海道ホルスタイン農協開設の早来市場へ

個別的に出荷するケースもでている。

6)経 営安定に関する地域機能

肉牛飼養の経済を安定的に維持発展させ るには

経営外問題 としては開発技術の導入,関 連情報の

克集 と評価が中心課題であるが、ここでは農協や

農業改良普及所の営農指導,生 産組合活動による

相互研修によってその水準向上に努めている。ま

た,子 年十面格低落に備えての肉用午4面格安定基金

加入,家 畜共済加入による不測事態への対処等々

地域的機能への依存は不可欠 といえる。

第 4章  肉 牛生産における産地機能

前章では個別経営の存立にとって,地 域内関連

機関の肉牛生産活動が不可欠であることを記述 し

たが、本章ではこの地域的な肉牛生産活動の実態

を明らかにする。もともと地域内関連機関は,機

関個有の設置目的に副って機関全体の業務運営の
一環 として肉牛生産活動 を展開している。そこで

は生産機能面からみて同一の機能であっても複数

の機関が所掌するという現実 も存在する。したが

ってこれら地域的な生産機能は担当機関の側面 と

生産機能の側面からの接近が必要である。ここで

は機関側面の実態を包摂 しつ ,ヽ生 産機能側面か

らとりあげること すヽる。

生産機能の分類は,生 産の中核 となる肉牛の生

産過程に準 じて繁殖から販売,地 域内総合調整等

の 9プ ロセスとする。



第 1節  繁 殖改良プロセス

繁殖改良プロセスは交配問題 と,改 良問題の 2

側面から成 りたつ。

1.交 配方法

当町の肉午交配は自然交配 と人工授精によって

いるが,前 者は大規模農家の個別的種雄牛飼養に

よる自家交配 と,町 畜産公社の公共的梅雄牛飼養

による牧交配 とである。人工授精は農業共済組合

が担当し,精 液は道家畜改良事1業団の供給によっ

ている。人工授精の頭数比率は年々上昇 し,近 年

は総交配頭数の過半をFiめるまでに増加 している。

全道的に自然交配が大勢を占める中で、当町で
|〕|

このように高い人工授精比率 を示 しているのは,

① 町 内の子牛生産農家は少頭数飼養 で全町的

に分散 してお り種雄牛の全町的な配置はできてい

ない。

②  町 畜産 公社の種雄牛は町営牧野で牧利用 し

ているが,そ の利用期間は預託放牧期間 (5～ 10

月)に 限定 され,そ れ以外の期膚1は人工授精に依

存せ ざるを得 ない。

③ 周年生産による生産卒向Lのため周年交配

をす めヽる。そのためには冬季人工授精が必須③

④ 子年生産農家の改良意欲の向上による優良

精液の選択。

などがあげられよう。今後和牛飼育の経済性にと

って,改 良問題が益々重要 とされるが,こ のよう

な人工授精比率の高さは有力な戦略 と理解されよ

う。

2.種 雄牛の導入と利用

現在,町 内に導入されている種雄牛は表 II-16

に示 したとお り7頭 で,こ のうち 5頭 は道肉用牛

協会の貸付牛で,平取町有午,個 人所有牛が各 1頭

である。

飼養場所は町畜産公社 4頭 ,個 別農家 3頭 (3

戸)で個別農家分は属農家的な利用 となっている。

町畜産公社飼養の種雄牛は,い ずれも町営牧野の

頑託放牧牛 と畜産公社所有牛を対象に牧利用をし

ているが, うち 1頭 (第 3滝 尻)は 家畜改良事業

lNflに依灯〔して精液採取 (1977年3月 , 1,200本採

精)を し, 自然交配 と人工授精の両用体制 をとっ

ている。

町営牧野での牧利用は,預 託放牧申し込み書に

交配希望 と種雄牛指定を徴 し,入 牧時に交配対象

牛を種雄午毎に群別する仕組みをとっているが,

特に希望の集中する種雄牛については 「町営牧野
=入

牧牛種雄牛配合選考委員会」で調整することヽ

している。畜産公社所有午 と一般演託午 との種雄

牛利用は,公 社牛の交配期を休牧期の11～ 3月 と

表II-16 平 取町内けい養種雄牛名簿 と利用実績(1975～1977年 )

名 号 第 3滝 尻 根 光   宮 第 6共 進 政 第 7友 義 若葉の 4

統

地

者有

系

産

所

飼 養 場 所
(者)

生 年  月  日

登 鎌 番 号

登 録 得 点

気  高

島 根 県

肉用牛協会

平 取 町

町営牧野

Ⅲlt 46. 9  8

原  075

83.00

5 ,29

82.00

49.

倉

49 .  3  . 2 0

申 請 中

80.20

士
口

43. 3 .23

9809

79.09

化

r↓ ll文 げ1キ

｀
r取 町

佐藤松古

46. 4  .  6

1 0 2 9 5

7 9 . 5 3

中  屋

島 根 県

平 取 町

卜可音トメ、景ト

45. 5 , 1

10055

80.03

司 栄 北

増 毛 W r

平 取 町

平 取 町

宍 戸 久雄

49. 4 .20

79,30

系

統

父

母

晴  美

第 1滝 尻

晴  美

初 常 3

大  道

くさみち

第 6吉 花

いしたい三

徳  文

第二けたか

新  章

第2ともよし

1975年検査成績 外 2 2

利
用
実
績
∞

1975年

1976年

1977年

52

52

116

43

10

42

42

100

34

34

40

出所 :北海道内|| !牛協会資料 ・|1津i地|え農業サ(済組[合資料より作成



し,放 牧期は一般預託牛に充当するように調整し

ている。

このような種雄牛利用を経済側面からみると表

II-17に 示 したように購入価格は調査種雄牛 3頭

のうち貸付午基準価格 (90万円)内 のものが 1頭

4 2頭 は大幅な上置きとなってお り,最 高は295

万円に及んでいる。1978年の利用実績は40頭から

80頭に広が り,種 付料単4面は種雄牛により4.5千

円から8千 円と格差をつけ,収 入総額は30～37万

円である。これに対 し支出 (直接費)は飼料費 (20

万円), と労賃 (1万 円),が 定型的であるが,家

畜共済掛金 (個別加入)は 共済関係の成立条件に

より異なり,貸 付料は導入価格のうち北海道肉用

牛協会の予算負担額に即応したもので,購 入価格

とは直接関係せず概ね一定である。これらの直接

的支出と種付料収入が概ね均衡 しているのが実態

である。一方,種 雄 牛購入の地元 (町)負 担額を

含めてみると,そ の増大につれて大幅な赤字が発

生 し, 5～ 8千 円程度の種付料ではとても対応で

きるものではない。いうなれば,種 雄牛の利用は

本道の貸付御l度と町の財政援助によって成立して

いるといえる。

米内山昭和 :肉牛生産の展開 と産地構造に関する研究

表II-17 種 雄牛利用の経済性 (1978年 )

3.人 工授精の実績

人工授精事業は1974年までは農協の生産施設利

用事業の一環 として実施されていたが,農 業共済

組合の広域合併後に家畜共済事業に移管された。

平取支所の人工授精総頭数は年間およそ 1,200頭

である。このうち肉用牛は,最 近 3か 年の実績を

表 II-18に示 したが実頭数300～350頭,延 頭数は

500頭前後である。また,季 節別授精頭数は大き

な変動がなく周年化 している。

近年, この 3か 年に利用 した種雄牛は 9頭 (不

明を除 く)で ,道 外飼養牛は家畜改良事業団盛岡

種畜センターの森正のみで,道 内飼養牛は既に廃

用 となった錦信13,霜 克11と,新 得畜試飼養の第

7糸 谷,道 家畜改良事業国の第 3富 士, 白老町の

中谷 1,千 代合,厚 真町の静,平 取町の第 3滝 尻

の 8頭 である。

種雄牛別の授精頭数では,東 豊系の霜克11(247

頭 :1975年),気 高系の第 3滝 尻(193頭:1977年)

の人気が高い。また,1976年 に道家畜改良事業団

が鳥取県か ら導入した倉花系の第 3富 士の授精 も

81頭 (1978年)に およんでいる。受胎成績は詳ら

かでないが,実 頭数対延授精頭数でみると各年 と

区 分 第 6 共  進 第 3 滝  尻 光 ≡昌

購 入 1面 額  (万 円) 295

利

用 頭４

一戸

雌

数 (戸)

数 (頭)

25

40

収
　
　
　
　
支
　
　
（千
円
）

収 入 種 付 料 376

支

出

料 費

共  済   掛   金

労        賃

貸    付    料

計

200

34

10

69

313

200

89

10

56

355

200

89

10

76

375

種 雄 牛 償 却 費

△
日 計

差 △ △ ∠ゝ    549

父
~

継窪
′
i を

| )

収

支

入

出

5 , 0

6 . 7

4 . 5

8 . 6

8 . 0

2 1 . 7

差 △  1 . 7 △   4.1 △   13.7

出所 :北 海道肉用牛協会 肉 用牛人工授精普及事業調査結果報告書より作成 (1980年)
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日高地区農業共済組合平取支所の肉用牛 人工授精実績表 I I - 1 8

分区 4～ 6月 7～ 9 10～ 12 1 ～ 3 年  計 要摘

…
|

|

延   頭   数 囲

実   頭   数 囲

稼  働   日  数 (日)

〃   率 %

稼働 1日 当 り件数 l 1 3

1日 平 均 件 数 ( 0

113

71

60

65.9

1 . 8

1 . 2

120

80

62

67.4

1 . 9

1 . 3

1 9 0

127

75

81.5

2 . 5

2  1

112

63

65

72.2

1 , 7

1 . 2

535

341

262

71.6

2 . 0

1 . 5

配置職員

人工授精師 1名

獣医師 2名

人工授精総頭数

1,1 5 4頭

111

92

65

71.4

1 , 7

1 . 2

131

95

66

71.7

2 . 0

1 . 4

147

110

69

75.0

2 . 1

1 . 6

89

55

52

57,8

1 . 7

1 . 0

478

352

252

69.4

1 . 9

1 . 3

内芭置】哉娯

「司  1を

人工授精総頭数

1 , 2 1 6数

109

69

60

65.9

1 . 8

1 . 2

110

79

62

67.4

1 . 7

1 . 2

143

92

70

76.1

2 . 0

1 . 6

9 1

58

52

57,8

1 . 8

1 . 0

453

298

244

66.8

1 . 9

1 . 2

配置職 真

同 11

人工授精総頭数

1 , 2 4 0頭

出所 :日高地区農業共活紺i合Jr収支所資料 (各年)よ り作成)作成

も1.5回 程度で,良 好な成績 と思われる。       表 H
4.家 畜 人工授精所の運営

つ ぎに当地区農業共済組合の人工授精事業所

の運営実績をみておきたい。人工授精師の配置は

1974年以降8人 で同定 し,平 取支所は 1人である。

人工授精師の 1人 あたりの人工授精頭数は表 H―

19に示 したとお り地区全体では,近 年650～680頭

で推移 しているが,配 置職員 1人 の平取地区では

11000～1,200頭で推移 してお り引受畜構成の違い

が明らかである⑥引受畜 1頭 あたりの人工授精頭

数は全体の 0,3頭余に対 し乳午,肉 用午主体の平

取支所では 0.6頭 とおよそ 2倍 の事業量となって

いる。

家畜人工授精所会計は診療所会計に包括 してい

るが,独 立勘定 として収支明細が示されている。

その実績は表 II-20に示 したとお りである。

収入総額は1972年の3,150万円から1977年5,667

万円に増加 している。収入の構成は授精料,雑 収

入,そ の他 (勘定外繰入等)か らなるが,授 精料

が大半を占める。人工授精 1頭 あたり授精料は年

-19 日
高地区農業共済組合の人工授

精師 1人 あたり人工授精頭数

体 平 取 支 所 分

5 1 4 頭

570

654

640

662

684

946豆頁

1,017

1,213

1,154

1,216

1,240

|111折:日高地区農業共済組合資料(各年)より作成

々上昇 し,1977年には9,917円の実績であった。

支出は事業の性格上,精 液料, 人件費,往 診卓

両費の 3費 目で大半を占める。支出総額は1972年

の3,150万円から1977年には5,170万円と1.6倍の

増加 となってお り,費 目では精液料の上昇が最 も

大きく4倍 におよんでいる。費目構成は,精 波料

比率の増加,人 件費比率の減少 という形で推移 し

ている。この間に人工授精頭数はほとんど横ばい

であることから, 1頭 あたりの支出額は,1972年
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表 II-2 0  日 高地区農業共済組合家畜人工授精所の収支

区 一分 1 9 7 2年 1973 1974 1975 1976 1977 全構成比 吻

4又

入

⌒千
円
）

授

雑

そ

精

収

の

料

入

他

7 5 1

3 6 7

3 8 05

438

6

176

35,282

5

116

979

16

568

41,629

43

3,358

54,255

60

2,360

9 5 . 7

0 。1

4Ⅲ2

言十 35.403 45,03() 56,675 100。0

支

出

　

⌒千
円
）

精   液   料

医薬品・消耗・機本ち

往 診 ・車 両 費

人  件  費

委   託   費

他

3,771

340

5,672

19,157

595

1,963

4,331

366

5,656

16,042

695

1‐530

5,813

435

7,181

19,268

516

1,706

6,918

338

6,745

24,083

438

1.472

771

290

565

803

648

3011

14,970

357

8,058

25,213

833

2,265

2 9 , 0

0.7

15,6

48,8

1,6

4.4

31,49R 28.620 34,919 39,994 41も、378 51,695 100.0

乗」 余  金  (千円) 0 0 △  431 1,652 4,980

庁
諏
訪
晩
榊
⌒円
）

収

入

総

授 精

額

料

6 , 1 2 6

5 , 0 ( ) 8

5,576

4,956

6,763

6,740

7,724

7.220

8 , 5 0 6

7.863

10,359

9 , 9 1 7

支

出

総

精

人

液

件

額

料

貸

6,126

733

3,726

5,576

思44

3,125

6 , 6 7 0

1 , 1 1 0

3,68ユ

7 , 8 ( ) 8

1,351

4,702

9,449

2,736

4 , 6 0 9

出lbi:li高地|て農業共十ん相|イ)資料 (各年)よ り作成

の6,126円 か ら, 1977年 には9,449円 に L昇ハしてい   を はか ってい る③

る。                       ⑥  町 畜産公社の肥育事業や子牛市場を通じて

5.家 畜改良                 基 礎牛の評1面をし,改 良に役立てるよう努力して

基礎牛の資質改良については町内関係機関,生   い る。

産者ともに早 くから関心が担、われてきた。その具   ②  町 営牧野の入牧午については,権 雄午選定

体的な対策は,                 委 員会を設けている。

① 登 録事業の実施……和牛導入当初より実施   ①  肉 年生産振興会を通じて改良問題に関する

しており1975年までは町産業課畜産係が担当して  情 報交換をしている。

きたが,農 協合イ井後は農協生産部畜産課が担当し   ③  「平取町和年生産改良組合」を結成し,1978

ている。                    年 (昭53年)の 4月 に,全 国和牛登録協会の認定

② 繁 殖午台帳の作成……町内飼養の全基礎牛  を うけ,資 質改良の組織体制が整備された。

について血統,登 録,繁 殖成績を内容とした台帳   ⑩  改 良方針……全町的な討議は未了であるが,

を作成し,改 良の基礎資料としている。fll当は農  町 畜産係の試案として,母 牛群の地域的な改良目

協生産部畜産課である。             標 をつぎのとおり考えている。

③ 優 良雌子牛の域内留保指導……町 ・農協等   第 1段階―烏根系種雄牛 〈晴美 ・大道 ・第14茂

関係機関により,町 内生産の優良資質雌子牛を可  系 〉で同lJ化する。

能な限り町内に留保するよう指導をす めヽている。   第 2段階―資質改良をねらいとして田尻系 (兵

④ 優 良種雄牛の導入による改良1足進……道肉  庫 111馬),守一系 (同山),43岩田10系 (広島)等

用午協会の種雄牛の借受けのほか,町 が独自に高  の 種雄年による改良。(第3方式)

資質種雄牛を購入し,改 良促進をはかっている。   以 上のように,改 良にか わヽる諸対策と系統別

⑤ 人 工授精の普及による改良促進……道家畜  の 交配計画を一応す めヽられているが,問 題は交

改良事業国の優良梅雄牛精波の利用を促進し改良  配 計画の実践に対して肉牛農家の 1人 1人の自己



主張をどう調整できるかにか ヽっている。その具

体的な対策は今後の問題 として残されている。

第 2節  放 牧プロセス

1.公 共牧野の利用概況

町内で放牧に利用される土地資源はおよそ,改

良草地が1,258ha,野 草地 ・放牧可能な山林 ・原野

867haを合わせ ると2,125haとなる。このうち 「公

共的牧野」に属するものは町畜産公社が受託管理

をしている宿主別団地 (総面積 410 ha,改 良草地

207 ha)と 川向団地 (総面積54.4ha,改 良草地34

ha)お よび利用組合有の 日胆牧野 (総面積90ha,

改良車地44.2ha)で ある。肉牛の放牧は宿主別団

地 と日胆牧野で,川 向団地は乳牛用 としている。

2.宿 主別団地の放牧利用実態

町内肉午飼養農家の主たる放牧依存地になって

いるのがこの宿主別団地である。

牧区編成は最小 1.8 haから最大20。lhaの26牧区

からな り,全 牧区とも放牧 と採車の兼用草地 とな

ってお り, 牧棚は完備 している。

1)放 牧利用の申し込みと入牧

預託放牧を希望する生産者は 3月 末までに利用

申請書を町に提出し,当 該牛が所定の条件 (除角・

北海道立農業試験場報告 第 37号

12か月以上

子 付 母 牛

表 II-21 平 取町営牧野の肉牛放牧頭数

家畜共済加入 ・健康午)を 満たしているときに利

用が許可される。入牧は牧場まで生産者が搬入,

受付,個 体識別のための必要措置と衛生措置を済

ませるが,公 社,町 ,農 協,共 済の職員がこれに

あたる。

2)放 牧期間

最近 5か 年間の放牧期間は平均 156日 間 (5月

20日前後～10月25日前後)と なっている。

3)預 託放牧料

預託放牧料は町牧野条例により設定される。料

金区分は12か月未満,12か 月令以上の月令区分,

子付母牛の 3区 分としている。1975年に大幅な料

金改訂があって現行の放牧料は,

12か月未満  1日 1頭 80円(1974年まで55円 )

としている。これは全道的な水準
掛
からみて平均的

なレベルといえる。

4)放 牧地の維持管理

放牧地 (約153 ha)には10a当 り20kgを4月 下

旬,更 に 7月 下旬に同量の草地化成 (404と757)

を施用,主 力採草地 (5.7 ha)にも,草 地化成の

717と757を施用するが,こ の他に肥育部門より仕

〃  11 0円 (

〃  1 5 0円 (

〃    70F])

〃  90円 )

(単位 :頭 )

区 分
1 9 7 3年 1974 1975 1976 1977

実頭数 延 頭 数 実頭数 延 頭 数 実頭数 延 頭 数 実頭数 延 頭 数 実頭数 延 頭 数

未
　
満

‐２

ケ

月

管 内農 家

公 社

86

15

4,374

1,929

89

71

6,769

5,775

3,799 9 1

20

4,342

3,000

3 , 3 1 7

3,512

12以

ケ

月上

管 内 農 家

公 社

管 外 農 家

88

16

3

16,718

4 , 9 1 1

168

205

44

21,683

7,087

35,799

11,450

483

30,839

13,987

20,376

7,245

仔

付

管 内農 家

公 社

管 外 農 家

133

27

1

14)642

1,536

104

154

6

11,555

417

171

8

17,632

538

192

1

20,486

133

211

23

21,636

1,723

計

管 内農 家

公 社

管 外 農 家

計

35,734

8,376

272

44,382

448

121

569

40,007

13,279

53,286

437

74

3

514

57,230

11,988

483

69‐701

459

110

569

55,667

17,120

72,787

367

99

466

45,329

12,480

57,809

出所 i 平取町畜産公社資料 (各年)よ り作成
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向けら″Lるスラリー (容量800トン,2基 )を 施用

している。

5)放 牧実績

放牧は原貝Jとして昼夜放牧 とし,入 牧中に交配

を希望する牛は種雄牛 (4頭 )毎 の 4群 と交配不

要の 2～ 4群 と併せて, 5～ 8群 (1群 50～70頭)

としている。放牧輪換は,草 生その他を考慮 して

職買が任意に行っている。ヽ

放牧実績の推移は表 II-21に示 したとお り,平

均 500頭 9延 頭数59,600頭で, うち公社の牛は90

頭 (19%)延 12,600頭 (21%)で あるが1977年の

落込みがめだっている。町内飼養頭数の減少と,

稲作転換による農家の自己放牧可能地の増加によ

るものと思われる。

6)預 託放牧牛の発育成績

預託放牧はたんに成牛を預け,交 配する機能だ

けではなく,育 成牛,子 牛を増体させ る機能が重

要 とされる。表 II-22に,1978年 に29頭の子牛を

表 II-22 預 託放牧子牛の発育成績 (1978年)

総 体

調 査 頭 数回

平 均 放 牧 日 数(日)

退 牧  時  体  重 はか

増体重(生時～退牧)は3

退 牧 時 日 令 (日)

1田 あ
佐 袴壇播 働

標 準 偏 差 ( g )

変  動   係   数 (%

出所 1平取町畜産公社資料 (各年)より作成

抽出し発育 (生時～退牧)を 調査 した成績を示 し

た。なお, この年次には子年に対する別飼を実施

している。日増1体量|ま621gと 標準的な発育成績
)

となってお り,放 牧牛に対する牧養力には問題が

ないと考えられる。

7)牧 野(預託)事業の経済性 と預託放牧原価

表 II-23に預託の経済性 と放牧原価 を示 した。

まず,年 を追ってみると1973年には総放牧原1面が

6,786千円, 1日 1頭 あたりでは127円となる。同

じく1974年10,312千円, 153円 ,1975年 ,1976年

と上昇 し,1977年 にはこれがはね上って18,401千

円,275円 となっている。

前述の預託料々金 と併せてみると,1975年 が成

牛ではほ 均ゞ衡,1976年 には全牛種こみで均衡,

1977年には大幅な不均衡 を生 じている。この要因

をみると肥料代の大幅増加 (前年対比 653万 円の

増)と 前述の預託頭数減に起因している。ちなみ

に,総 放牧原1面に占める労働費比率は33%(5か

年平均 )を 占めている。

当該事業の場合,繁 殖 を含む肥育部門と兼営の

かたちをとり事業内容や コス ト配賦が複雑になっ

ているので単純に他 と同列に比較出来ないが,総

じていえば,預 託頭数 (特に肉牛)が 増加 し,ス

ラリー施用による金肥節減効果が現われて くれば

収支ギャップはかなり改善 されると思われる。

8)肉 牛農家の放牧預託行動

預託放牧利用をしている農家戸数の推移を表 II

-24に 示 したが,こ 才しによれば年次のフレはある

がおよそ60戸前後の利用で預 託農家率は約 6割 ,

頭数率で 5割 を占める。公社牛を除 く1戸 あたり

あ預託頭数は,1973年 6.9頭,1974年 7.5頭,1975

年6.5頭,1976年 7.7頭,1977年 7.6頭,5ヵ 年平均

では 7.2頭 となっている。預託牛の全体構成比か

らみると約 4頭 の子付き母牛 と2頭 の成午 と1.2頭

の子午(0～12か月)を預託 していること なヽる。

3。 日胆牧野

この牧野は町内紫雲古津 と去場地区にあって一

部隣接の鵡川町に張出している。従前の牧野組合

の時代に 130戸 で総面積 270 haをもっていたが,

1969年に解散,組 合持分を買取った17戸 (平取10

戸,鵡 )|17戸)が 土地の現物出資をして任意組合

とし,後 の1976年に農事組合法人となった。

草地造成の経緯は1969年に28ha,1976年 に16.2

haを団体営草地改良事業で実施 した。現在,構 成

農家17戸中 7戸 の肉牛飼養農家 と員外を合せて,

約 100頭 の放牧利用を行っている。種雄牛のけい

養はな く,牧 交配は実施 していない。改良分以外

のうち30haは人工林,15haは 雑木林であるが,傾

斜度がきつ く,草 地化は困難である。

第 3節  肥 育プロセス

肥育プロセスは,一 般的には個別経営における

1 4

1 4 8 . 0

167.4

137.4

207.4

663

130

1 0 . 7

2 9

1 4 7 , 7

163.0

133.0

2 1 4 . 2

621

1 1 4

1 8 . 3
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表 I1 2 3  預 託 放 牧 原 1面
(単位 |千円)

費

1973年 1974 1975 1976 1977

総  額
頭

り

０ ０

た

１

あ 総  額
頭

り

０

た

１

あ 総  額
頭

り

０

た

１

あ 総  額
100頭
あ た り

総  額
頭

り

０

た

１

あ

費

用

人

件

費

給

賃

料

金 3 1,190.4

9 8 7 . 6

272,3

4 , 7 1 7

1 , 3 1 4

5 , 7 4 9

1,409

1 , 0 6 6 . 6

2 6 1 . 4

6 , 3 7 5

1,686

1 , 4 3 5 , 8

379,7

計 3,952 1,190,4 5,695 1,260.0 6.031 1,233.3 7,158 1,328.0 8,061 1,815.6

肥 料  費

飼 料  費

衛 生  費

燃 料  費

賃 料 々 金

電 気  料

諸 材 料 費

1夕 理  費

公課負担金

農 業 雑 費

事 務  費

1 5 3

46

13

396

2 1 8

257

62

152

8 7 6 . 5

46、7

46.1

1 3 , 9

3 . 9

1 1 9 ・8

65,7

77.4

1 8 . 7

45.8

3 , 9 5 2

425

198

355

62

21

1 , 4 0 4

493

146

69

957

8 7 4 . 3

94.0

43.8

78.5

1 3 . 7

4 . 6

3 1 0 . 6

10911

32.3

1 5 , 3

2 1 1 , 7

) , 2 8 1

451

?

5 4 7

108

67

1 ゃ8 9 8 . 0

92.2

0 , 4

1 1 1 . 9

22.1

1 3 , 7

158.5

144,0

54.2

239.9

5 , 2 1 9

454

120

162

48

7_9

274

403

281

220

726

9 6 8 . 3

84.2

22,3

30.1

8 . 9

1 3 . 4

50.8

7448

52.1

40.8

134.7

1 1 , 7 4 9

2,973

15

662

41

1 , 2 8 2

675

481

20

456

2 , 6 4 6 . 2

669.6

3 . 4

149.1

9 . 2

5040

288.7

152.0

108.3

4 . 5

102,7

借

上

料

説破
　
械
　
牛

施

機

種

7 3 8 . 0

52.4

39,8

7 5 6 . 4

75.7

5 1 . 3

1 , 0 6 3 . 4

1 6 . 8

35.0

1 2 . 1

37.3

2 0 . 5

45,3

3f 21756 830.1 3.993 883.4 5 1‐115.1 49.4 65.8

慣 却 贅

支 払 利 鳥、

1 5 , 3

102.2

7 . 1

9 2 . 8

1 5 . 8

8949

Ａ
ロ 計 11,296 3,402.4 17ゃ831 3,944.9 25,432 5,200.8 15,941 2、957.5 27,398 6,170.7

収

一人

預 託  料

乾草販売代

種 付  料

そ の  他

助 成  金

4 ・1 1 8

3,602

599

309

1 , 2 4 0 . 4

1,084.9

1 8 0 . 4

93.1

4 , 8 4 7

2,340

1 , 5 1 4

3.665

1 , ( 〕7 2 . 3

5 1 7 . 7

335.0

8 1 0 . 8

9 , 5 4 6

2,149

1,560

9,776

1 , 9 5 2 . 1

439,5

3 1 9 . 0

1 . 9 9 9 . 2

0 9 7

954

251

556

2 , 2 4 4 . 3

548.1

23_9.1

103.2

1 5 , 5 5 0

3,220

1 , 5 1 7

1,760

2,500

3 , 5 0 2 . 3

725.2

341.7

396.4

563.1

計 8,628 2,598,7 2,735.8 41709・8 3,127.6 24,547 5.528.6

差 引  損  益

演 託 放 牧 原 価
(費用―副次収入)

同上 1日 あたり

預 託 放 牧 頭 数

放 牧 期 間 日数

1日平均放牧頭救

△ 2 , 6 6 8

6 , 7 8 6

42

53,728

162

332

△ 8 0 3 , 6

2 , 0 4 4 . 0

1 2 , 7

△ 5

1 0

6 7

4 6 5

3 1 2

69

780

150

452

△1 , 2 0 9 . 1

2 , 2 8 1 . 4

1 5 , 3

△ 401

947

74

685

1 6 1

489

△ 4 9 1 . 0

2 , 4 4 3 . 1

1 5 , 1

9 1 7

11,180

73

82,961

154

539

1 7 0 . 1

2,074.2

1 3 . 5

△ 2

1 8

6 6

851

401

122

999

1 5 1

444

△ 6 4 2 . 1

4 , 1 4 4 . 4

27.5

出所!平取町畜産公社資料 1各年十よ|)作成
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区 分 1973 1974 1975 1976 1977

飼養農家戸数同

飼 養 頭 数口

預託農家数伺

預託延頭数口

預託実頭数図

預託 戸数卒物

預託頭数卒物

8 2

686

45

44,382

369

53.8

54.9

9 3

788

59

53,286

562

7 1 . 3

63.4

1 0 5

,053

68

,701

5 1 4

48.8

64.8

1

1 1 6

1,460

60

72,787

566

39.0

5 1 , 7

1 0 3

1,358

48

57‐806

466

34.3

46.6

表 II-24 預 託農家数 と預託率 どまっている。外部導入素年は地元平取市場のほ

か,白 老市場から調達しており,1976年 85頭,1977

年46頭の実績であった。 もともと当肥育事業は町

内生産農家の市場出荷牛の1面格下支え機能を意図

し,そ れを優先的に買付けることヽしていたが,

地元市場への購買参加者層の広が りがあって,市

況は強含みにあることから,必 ずしも地元市場か

らの頭数比率は高 くない。しかし,市 場取引価格

形成上,当 公社肥育事業の地元市場取引への介在

の意義は見逃せない。

3.肥 育成績

肥育部門の開設以来の出荷成績から,肥 育成

績の判明している30頭について検討 したのが表 II
-25で ある。この限 りでは肥育開始体重がおよそ

280 kg,平 均 566日 間の肥育により570 kgの肥

育牛で出荷 してお り,平 均 日増体量はo.52kgと低

い。内容的には出荷にか わヽる試行的な判断が加

わって,出 荷回次により500kgから600kgを超える

ものにまで
｀
分散 している。枝肉格付について一部

大阪方面へ出荷 した30頭 (1978年8～ 11月)で み

ると,「極上～上」が 3頭 にとヾまり,「中」17頭,
「並」10頭と,並 規格比率が高 く,総 じて肥育度

不足と評1面されている。素午資質の改良,肥 育技

術の向上等,今 後に残された問題が多い 。

4.肥 育の経済性一生産原価

当肥育プロセスは,繁 殖部門をか ゝえ素牛の自

家生産に導入があって経済性の検討はむずか しい

が,定 常状態 となった1975年以降 3か 年の実績か

ら,副 産物収入控除の手続きにより生産原価 を算

出し表 II-26に示した。繁殖部門,肥 育部門の午

のi棚押評1面の仕方によって年次のフレがあり1975

～1976年は477～372万円の赤字であったが,1977

年は 2,300万円もの赤字であった。この結果, 1

頭あたり生産原価は1975～1976年が45～49万円の

水準,1977年 は65万円と極端に高 くなっている。

45万円と比較的低かった1975年度の特徴をみると,

肥育仕上頭数 (販売頭数 )が 多かったこと,肥 育

素牛の購入が183頭と多かったが平均価格が117千

円と安かったことなどがあげら″しる。この収支構

造でみられるように,llB育プロセスの経済性は,

①繁殖部門の生産性向上,② 増体成績の改善,③

出所:平取町畜産公社資料 (各年)より作成

肥育年生産 と,公 共 ・共同的に行われる肥育牛生

産とで構成される。 しか し,現 実には引ヒ海道のよ

うに肥育経営の存立基盤が未成熟な段階では,地

域肉午産地 としての付加価値額向上のため,個 別

経営は子年生産に特化し,肥
房ぉ赫

を公共 ・共

同的に実施す る方向が とられる。  当 平取町で

も同様の考え方から,肉 用年生産団地育成事業に、

より肥育年生産施設 (200頭 収容)を 設置し,管

理運営は畜産公社が肥育事業部門として担当する

ことヽしている。この部門は70頭程度の繁殖牛を

飼養 し,素 牛の一部を自社生産 している。

1.肥 育方式 と肥育施設

肥育方式は,当 公社産 ,導 入素牛 ともおよそ

300kgまで町営牧野に放牧預託する。その後500～

600日間合飼肥育 をし,600kg程 度で出科iすること

としている。肥育施設は 2棟 編成のルーズバーン

午合で,そ れぞれ 7午 房 としている。糞尿はデル

タスクレッパーでスラリース トアーに貯えられ,

町営牧野に施用される。

肥育飼料の給与は,肥 育用前期 ・後期 と圧ぺん

大麦 を主体 とした標準的組み合せ とし,粗 飼料は

乾草 と一部稲わらを細断し,濃 厚飼料 と混合給与

している。

2.素 牛の調達

肥育素牛は当公社産子午 と家畜市場か らの買と

りである。公社産の子牛は,当 然のことながら雌

子牛はR反売され,去 勢子牛 と成廃牛が全面的に肥

育素牛 として自家利用されるが,去 勢素牛は基礎

牛の生産率 と性比によって異なり,最 近の実績で

は繁殖成績が必ずしもよくないので20頭程度にと
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表 I 1 2 5  肥 育 牛 出 荷 成 績

出所 : 平取町畜産公社資料 (各年)よ り作成

表 I I - 2 6  肥 育 原価 と経 済 性
(単位 :千円)

区 分 第 1回 第 2回 第 3回 第 4回 第 5回 第 6回 均平

出 荷 頭 数 (頭)

出   荷    先

出  荷  月   日

肥 育  日  数 (g)

開 始 体 重 ( k g )

出 荷 体 重 ( k g )

増  体   重 (kg)

日あたり増体量 (g)

出  荷   額 (千円)

枝 肉 歩 留 ( % )

枝  肉   量 (k g )

枝 肉 単 価 (円)

標 準 価 格 比 ( % )

肥 育 差 益 (千円)

日あ た り差益 (円)

13

東

76 . 6

一示
　
２

454

228

516

288

634

466

55.6

287

1,622

95.2

341

751

3

早   来

77 。 12 . 13

545

292

545

253

464

436

57.0

311

1,403

83.3

243

446

4

平   取

78 . 5 . 11

612

243

566

323

540

466

57.0

323

1,443

93.8

281

459

5

大   阪

78 . 7 . 4

613

306

578

272

448

459

56.7

328

1,396

89.1

204

333

3

大   阪

78 . 8 . 30

599

330

598

268

483

476

57.5

344

1,384

84.5

219

366

2

大   阪

78 . 10 . 16

575

304

610

306

545

563

57.2

349

1,616

96.1

289

503

566

284

569

285

519

478

56.8

324

1,477

90.3

263

476

区 分
1 9 7 5 1 9 7 6 1 9 7 7

総 額 1頭 あたり 総 額 1頭 あたり 総 額 1頭 あたり

費

素 牛   費

料   費

件   費

光 熱 水 費

衛 生 ・共 済 費

公 課 ・保 険 料

諸   材   料

賃 料 金

償 去日 費

雑      費

販 売 経 費

支  払  利  定 、

6,142

39,318

4,947

140

670

922

366

2,698

15

728

4,260

6.394

43.6

278.9

35。1

1 . 0

4 . 8

6 . 5

2 . 6

19.1

0。1

5.2

30.2

45.3

18,150

27,288

4,593

220

508

880

255

2,196

19

2,926

1,259

6、401

151.3

227.4

38.3

1 . 8

4 . 2

7 . 3

2 . 1

18.3

0 。2

24.4

10.5

53.3

35,492

29,036

3,600

100

320

593

289

1,432

15

524

1,347

7.274

325.6

266.4

33.0

0。9

2 . 9

5 , 4

2 . 7

1 3 . 1

0。1

4 . 8

1 2 . 4

6 6 . 7

△ 計 66,600 472.3 64,695 539.1 80,022 734.1

肥
育
事
業
収
入

士冗
　
士冗

販

販

牛

牛

育

子

肥

雌

59,156 419.5 55,250 460.4 47,480

2,069

4 3 5 . 6

1 9 . 0

計 59,156 419.5 55,250 460。4 49,549 454.6

副 次 収 入 2,673 19.0 5,720 47.7 7,580 69.5

計 61,829 438.5 60,970 508.1 57,129 524.1

差 損 益 ∠ヽ  4,771 △  33.8 △  3,725 △  31.0 どヽ 22,893 △ 210.0

育 原 イ面 63,927 453.4 58,975 491,5 70,373 645。6

肥 育 牛 販 売 頭 数

出所 :平取町畜産公社資料 (各年)よ り作成
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枝肉品質の改良 (資質改良 と飼養法改善 )な どに

よって好転させ うるものと思われる。

第 4節  資 材供給プロセス

1.農 協肉牛生産資材供給額

このプロセスは農協購買事業で担当される。当

農協の生産資材供給高はこの 3か 年,年 々, 2億

円程度の上昇を続け,1977年 には17億円に達 して

いる。供給品目の構成は,農 機具 (26.5%)と 石

油類 (23.6%)で 50%を 越え,飼 料23.5%,肥 料・

種苗13.1%で 86.7%を 占める。供給高伸び率の高

いのは,飼 料 ・農機具類でこの 3年 間で 140%に

およんでいる。

肉牛の飼養に伴 う購買品供給高を把握す ること

は極めて困難であるが, ここでは代表農家の調査

結果か ら得 られた成年 1頭 あた りの経営費か ら肉

牛農家の購買高を試算し,こ れに町畜産公社購買

出所:平取町農業協同組合資料より作成

買を試算すると,事 業利益は4,432千円となり,

28人の配置人員のうち 2人 分の事業負担し,事 業

利益 4,458千円を計上 していること なヽる。この

肉牛用購買事業手数料のうち畜産公社に起因する

ものは 3,306千円と試算され,そ の比率は26.5%

にあたる。仮 りに畜産公社の肉牛事業がないとす

れば,購 買事業管理者の人件費負担はおよそ 1.5

人となり,事 業利益が 3,277千円に減少すること

となる。畜産公社への供給高を大きく支配するの

は肥育事業勘定の飼料供給であり,地 区肉年生産

実績を合算し,表 II-27に示 した。肉牛用の購買

総額は1.6億円と推定され,農 家分1億1,554万円,

畜産公社4,612万円である。

購買事業の手数料 (利益率 )は 1977年実績では

総合で10。4%,生 産資材では8.6%,種 目別では

飼料 6.2%,肥 料 9.1%,農 機具 3.8%,石 油類

14.8%で近隣農協に比 し中庸水準である。この手

数料により肉午購買手数料を算出すると,同 表に

示 したとお り,飼 料が最 も多く5,433千円,肥 料

2,255千円,石 油類2,654千円で,手 数料率の加重

平均は7.7%で ,生 産資材総合の平均手数料率8.6

%に 比 し約 1%低 い。生産資材部門損益 を概括す

ると,表 II-28の とお り直接費用比率が15.8%,

したがって総利益は84.2%と なり,事 業管理費

48,4%,事 業利益35.8%か ら構成され,配 置人員

は28人で 1人 当り平均人件費は 2,534千円であっ

た。これをベースとして肉牛部門の生産資材の購

表 II- 2 8 平取町農協生産資材部門の損益
(1977年 )(単 位 :千円)

表 II-27 平 取町農協・購買事業による肉牛用供給高と手数料 (1977年 )

区 一分
農   協

全供給高

肉 牛 用 供 給 高 午

率

肉

比

構  成

比

数

率

手

料
手 数  料

構  成

比

料
掛
即

数
酸

手
倍
胞公  社 1農 家 分 計

料

料

機 械

資

種 苗

農 薬

石

そ  の   他

2 0 1 , 3 9 2

399,702

452,053

63,785

22,018

71,330

401,690

90,666

24,780

87,623

19,344

5,757

286

17,935

51941

1 2 . 3

2 1 , 9

4 . 3

9 . 0

1 ゃ3

4 . 5

6 . 6

1 5 , 3

54.2

1 2 . 0

3 . 6

0 . 2

1 1 . 1

3 , 7

9 . 1

6 . 2

3 . 8

1 1 . 6

6 . 9

1 4 . 8

1 1 . 6

2,255

5,433

735

668

20

2 , 6 5 4

689

1 8 . 1

43.6

5 . 9

5 , 4

0 . 2

2 1 . 3

5 . 5

(  7 9 5 )

(2,120)

(  9 8 )

〔  293)

計 1,702,636 4 6 , 1 2 8 1  1 1 5 , 5 3 8 161.666 100.0 7.7 12.454 100.0 (3,306)

分区 全 体 構 成  比 牛肉

益

用

収

費

事 業総 利益

事業管理 費

(人 件  費 )

事 業 利 益

170,584

27,031

143,553

82,501

( 7 0 , 9 5 2 )

61,052

100.0

1 5 . 8

84.2

48.4

1 4 1 . 6 )

3 5 , 8

12,454

1,968

10,486

6,028

(5,180)

4,458

配置人員(人) ( 2 )
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が子牛生産に純化するか,一 貫生産 とするかによ  金 支払 と,傷 病治療給付の 2事 業である。そして

って農協事業のあ り方が大きく異なることを裏付  こ の両補償は加入条件が前提 となって支払 ・給付

けている。                    比 率が規定される。すなわち,家 畜評価額 (共済

1面額)に 対す る共済関係付保割合によって共済

第 5節  衛 生管理プロセス            金 が決定されるが,こ れが基準 となって死亡 ・廃

このプロセスは,肉 牛の疾病予防と治療にか  ヽ 用 事故,病 傷発生に対する補償限度額が定められ

わる実践プロセスであり,家 畜共済事業に代表さ  る 仕組みである。当共済では傷病診療給付限度額

れ,当 町では広域共済である日高地区農業共済組  は 共済金の8.4%と している。

合の家畜共済事業が担当している。

1.肉 牛の家畜共済関係 と事故補償

当共済組合における肉牛の共済関係は年々上昇

し, 1975年 の1,406頭から1977年には1,665頭 とな

り,共 済金額も2億 円を超えている。平取支所分

の総家畜共済関係は,1977年有資格頭数 2,311頭

に対 し,引 受頭数は 2,089頭と引受率は高い。肉

用牛の引受頭数は636頭 で30.4%を 占め,共 済金

額8,465万円に達する。

家畜共済の事故補償は死亡 ・廃用に対する共済

近年の事故補償実績は表II-29に示 したとお り

である。当共済全体の支払共済金額は 3～ 4億 円

で浮動 し1977年は31意5,293万円の実績 となった。

畜種別には,一 般馬が 3億 1,233万円で88%を 占

め,乳 午8.4%,肉 牛と種雄牛がそ才Lぞれ1.5%で

あるが,事 故別には死廃事故が2億4,984万円,病

傷事故 1億 309万 円で,前 者が71%を 占める。畜

種 と事故別の関係では肉用牛は一般馬,種 雄牛 と

ともに死廃共済金支払比率がおよそ80%を 占める

が,乳 牛では年次によって変動はあるが病傷給付

表 II-29 日 高地区農業共済組合の家畜共済の事故補償状況

区 分にま――ギ
7  5 1 9 7 6 1 9 7 7

平 取 全 休 平 取 全 体 平 取

肉

戸    数 (戸)

引 受 頭 数 (頭)

共 済 金 額 (千円)

共 済 掛 金 (〃)

227

1,521

186,371

3 , 9 1 6

633

85,175

266

1,620

191,726

8,831

661

86,028

214

1,665

202,312

3、905

636

84,659

1死  亡 (頭)
死

1廃 用 (〃)

22

4

9 28

9

5

3

用 計  (〃 ) 9 8

廃譜注
1警
彬獄

2 , 5 5 6

1 . 7

1 , 1 0 2

1 . 4

3,230

2 . 0

1,535

2 . 3

3,939

2 . 2

1,438

1 , 3

牛 湧娩共経岸名|
385

1,438

187

734

3 5 9

1 , 8 1 9

180

1,049

263

1,441

81

360

合計支払共済金(千円)

支払共済比率 (%)

3,994

2 . 1

1 , 8 3 6

2 . 2

2,584

3 . 0

5,380

2 . 6

1)798

2 . 1

そ
の
他

二
金
百

共 済 金 額 (千円) 11,618,634 332,860 10,598,215 398、197 9,976,523 506.1思 4

合計支払共済金(千円)

支払共済比率 (% )

386,064

3 . 3

17,385

5 。2

331,801

3 . 1

19,633

4 . 9

347,555

3 . 5

21,587

4 . 3

△
口
　
計

土
（

ヤ斉 金 額 (千円) 11,805,005 418,035 10,789,941 484,225 10,178,835 590,843

合計支払共済額(千円)

支払共済比率 (% )

390,058

3 . 3

19,223

4 . 6

336,850

3 . 1

22,217

4 . 6

352,935

3 . 5

23,385

4 . 0

1)じ 1受戸数は実戸数  2)出 1所 :卜1高地lX農業共済組合資料より作成
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が60～70%程 度 と全 く反対の傾向を示 している。

加入頭数に対する死廃頭数比率は全体では年次変

動はあるが 3～ 4%程 度で推移 してお り,乳 牛の

1.5～2%に 対 し,肉 用牛は2～ 3%と や 高ヽ く,
一般馬は 3～ 4%と 最 も高い。

平取支所分の事故発生についても同表に示 した

とお り肉用牛の死廃頭数比率は1.6%程 度 と低 く,

病傷件数率 も20%程 度にとどまり,総 共済支払金

額は1977年180万 円で,共 済金額に対する支払比

率は2.1%で ある。

2.病 類別診療実績

全地区の総診療件数はこ 数ヽ年24,000件程度で

推移 し,獣 医師 1人 あたりおよそ90()件である。

平取支所分は全家畜診療が 2,000件前後で, うち

肉牛診療は200～300件である。獣医師 1人 あたり

総診療は1,000件程度である。

肉牛の病傷事故発生は,表 II-30に示 したとお

り,消 化器病,繁 殖障害の発生が多い。

3.家 畜診療所の運営

家畜共済事業の一環 として定款により家畜の診

療 と損害防止を行うために家畜診療所を設置し,

人工授精事業もこの中に包括 している。なお,総

合診療所は1975年に設置された。

1)職 員の配置 と業務実績

家畜診療所関係の職貝配置は表 II-31に示 した

とお りである。獣医師の配置は若子の浮動はある

が1977年27人である。これに人工授精師 8人 ,事

務職員 8人 の総員43人としている。家畜診療 と損

表11-30 日 高地区農業共済組合の肉牛診療実績

実頭数 (顕)

繁 殖 器

消 化 器

呼 吸 器

循 環 器

代謝障害

外  傷

寄 生 虫

伝 染 病

眼 疾 病

中  毒

そ の 他

出所 :日高地区農業共済組合資料より作成

害防止事業の獣医師 1人 あたりの事業量を引受家

畜頭数,診 療件数でみると,表 II-32に 示 したよ

うに,引 受頭数は年次変動はあるがおよそ600頭,

診療件数は年々減少傾向を続け1972年の 1,034件

から1977年には822件 となっている。診療件数は

組合員の飼養管理技術の向 に,損 害防 |に対策 と深

いか わヽりをもつことが予測され,引 受家畜 1頭

あたりの診療件数は年々低下 し,1972年 の1.98件

から1977年には1.30件に減少している。

平取支所分の実績は,配 置獣医師が 2人 で,獣

医tl1 1人あた り引受家畜頭数は1972年の 615頭 か

'91977年には1,045頭と上昇 し,全 地区平均の1.7

倍に及び,診 療件数は1,()00件前後の実績である。
一般馬の加入比率の低いことから引受家畜 1頭 あ

た りの診療件数は, 1件 前後で全地区平均に比べ

著 しく少ない。

2)家 畜診療所の収支

前述 したょうな家畜共済関係,病 傷事故の発生

生

染

疾

1976 1977

入

1 ( ) ( )

計 構成比吻 カロ  入 非加入 言十 構成比陶

1 1 ` 9

32.9

16 2

2 , 9

5 . 2

9 . ( |

1 . 4
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